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条 例 

 

江東区人事行政の運営等の状況の公表に関する

条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２３号 

   江東区人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例の一部を改正する条例 

江東区人事行政の運営等の状況の公表に関する

条例（平成１７年３月江東区条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条

の４第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の定年等に関する条例の一部を改正

する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２４号 

   江東区職員の定年等に関する条例の一部を

改正する条例 

江東区職員の定年等に関する条例（昭和５９年

３月江東区条例第１号）の一部を次のように改正

する。 

 題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

 第１章 総則（第１条） 

 第２章 定年制度（第２条―第５条） 

 第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―

第１３条） 

 第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１４

条・第１５条） 

 第５章 雑則（第１６条） 

 附則 

   第１章 総則 

第１条中「）第２８条の２第１項から第３項ま

で及び第２８条の３」を「。以下「法」とい

う。）第２２条の４第１項及び第２項、第２２条

の５第１項、第２８条の２、第２８条の５、第２

８条の６第１項から第３項まで並びに第２８条の

７」に改め、同条の次に次の章名を付する。 

  第２章 定年制度 

第３条中「６０年」を「６５年」に改め、同条

ただし書を削る。 
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第４条第１項中「その職員に」を「同条の規定

にかかわらず、当該職員に」に、「その職員を当

該職務」を「当該職員を当該定年退職日において

従事している職務」に、「引き続いて」を「引き

続き」に改め、同項各号列記以外の部分に次のた

だし書を加える。 

 ただし、第９条の規定により異動期間（同条

第１項に規定する異動期間をいう。以下この項

及び次項において同じ。）（同条第１項又は第

２項の規定により延長された異動期間を含

む。）を延長した職員であって、定年退職日に

おいて管理監督職（第６条に規定する職をいう。

以下この条及び次章において同じ。）を占めて

いる職員については、第９条第１項又は第２項

の規定により当該異動期間を延長した場合であ

って、引き続き勤務させることについて特別区

人事委員会（以下「人事委員会」という。）の

承認を得たときに限るものとし、当該期限は、

当該職員が占めている管理監督職に係る異動期

間の末日の翌日から起算して３年を超えること

ができない。 

第４条第１項第１号中「その職員」を「当該職

員」に改め、「により」の次に「生ずる欠員を容

易に補充することができず」を加え、「生ずると

き」を「生ずること」に改め、同項第２号中「そ

の職員」を「当該職員」に、「できないとき」を

「できず公務の運営に著しい支障が生ずること」

に改め、同項第３号中「その業務」を「当該業

務」に、「その職員」を「当該職員」に、「生ず

るとき」を「生ずること」に改め、同条第２項中

「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、

「存する」を「ある」に、「１年」を「これらの

期限の翌日から起算して１年」に改め、同項ただ

し書中「その期限は、その職員」を「当該期限は、

当該職員」に改め、「定年退職日」の次に「（同

項ただし書に規定する職員にあっては、当該職員

が占めている管理監督職に係る異動期間の末

日）」を加え、同条第３項中「引き続いて」を

「引き続き」に改め、同条第４項中「任命権者

は」の次に「、第１項の規定により引き続き勤務

することとされた職員及び第２項の規定により期

限が延長された職員について」を加え、「第１項

の事由が存しなくなつた」を「第１項各号に掲げ

る事由がなくなった」に、「その期限を繰り上げ

て退職させることができる」を「当該期限を繰り

上げるものとする」に改め、同条第５項中「人事

委員会規則」を「特別区人事委員会規則（以下

「人事委員会規則」という。）」に改める。 

本則に次の３章を加える。 

   第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監

督職） 

第６条 法第２８条の２第１項の条例で定める職

は、江東区職員の給与に関する条例（昭和３０

年４月江東区条例第７号）第１１条第１項に規

定する職員が占める職（別表第１に掲げる施設

等に勤務する医師及び歯科医師（江東区職員の

給与に関する条例第６条第１項第２号アに規定

する医療職給料表（一）の適用を受ける職員）

が占める職を除く。）及び江東区立幼稚園教育

職員の給与に関する条例（平成１２年３月江東

区条例第４８号）第１０条第１項に規定する職

員が占める職とする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第１項の管理監督職勤務

上限年齢は、年齢６０年とする。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき

基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規

定する他の職への降任等（以下この章において

「他の職への降任等」という。）を行うに当た

っては、法第１３条、第１５条、第２３条の３、

第２７条第１項及び第５６条に定めるもののほ

か、次に掲げる基準を遵守しなければならない。 

 (1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況

及び職務経験等に基づき、降任又は転任（降

給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第

１２条において「降任等」という。）をしよ

うとする職の属する職制上の段階の標準的な

職に係る法第１５条の２第１項第５号に掲げ

る標準職務遂行能力（次条第３項において

「標準職務遂行能力」という。）及び当該降

任等をしようとする職についての適性を有す

ると認められる職に、降任等をすること。 

 (2) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、

管理監督職以外の職又は管理監督職勤務上限

年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職の

うち、できる限り上位の職制上の段階に属す

る職に、降任等をすること。 

 (3) 当該職員の他の職への降任等をする際に、

当該職員が占めていた管理監督職が属する職

制上の段階より上位の職制上の段階に属する

管理監督職を占める職員（以下この号におい

て「上位職職員」という。）の他の職への降

任等もする場合には、第１号に掲げる基準に

従った上での状況その他の事情を考慮してや
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むを得ないと認められる場合を除き、上位職

職員の降任等をした職が属する職制上の段階

と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階よ

り下位の職制上の段階に属する職に、降任等

をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理

監督職への任用の制限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき

管理監督職を占める職員について、次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、当該職員

が占める管理監督職に係る異動期間（当該管理

監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した

日の翌日から同日以後における最初の４月１日

までの間をいう。以下この章において同じ。）

の末日の翌日から起算して１年を超えない期間

内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっ

ては、当該異動期間の末日の翌日から定年退職

日までの期間内。第３項において同じ。）で当

該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職

を占める職員に、当該管理監督職を占めたまま

勤務をさせることができる。 

 (1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必

要とするものであるため、当該職員の他の職

への降任等により生ずる欠員を容易に補充す

ることができず公務の運営に著しい支障が生

ずること。 

 (2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件

に特殊性があるため、当該職員の他の職への

降任等による欠員を容易に補充することがで

きず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

 (3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の

遂行上重大な障害となる特別の事情があるた

め、当該職員の他の職への降任等により公務

の運営に著しい支障が生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異

動期間（これらの規定により延長された期間を

含む。）が延長された管理監督職を占める職員

について、前項各号に掲げる事由が引き続きあ

ると認めるときは、人事委員会の承認を得て、

延長された当該異動期間の末日の翌日から起算

して１年を超えない期間内（当該期間内に定年

退職日がある職員にあっては、延長された当該

異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期

間内。第４項において同じ。）で延長された当

該異動期間を更に延長することができる。ただ

し、更に延長される当該異動期間の末日は、当

該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末

日の翌日から起算して３年を超えることができ

ない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を

延長することができる場合を除き、他の職への

降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容

が相互に類似する複数の管理監督職であって、

これらの欠員を容易に補充することができない

年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督

職として人事委員会規則で定める管理監督職を

いう。以下この項及び第１１条において同

じ。）に属する管理監督職を占める職員につい

て、当該特定管理監督職群に属する管理監督職

の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準

職務遂行能力及び当該管理監督職についての適

性を有すると認められる職員（当該管理監督職

に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を

除く。）の数が当該管理監督職の数に満たない

等の事情があるため、当該職員の他の職への降

任等により当該管理監督職に生ずる欠員を容易

に補充することができず業務の遂行に重大な障

害が生ずると認めるときは、当該職員が占める

管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起

算して１年を超えない期間内で当該異動期間を

延長し、引き続き当該管理監督職を占めている

職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、

又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管

理監督職群の他の管理監督職に降任させ、若し

くは転任させることができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定に

より異動期間（これらの規定により延長された

期間を含む。）が延長された管理監督職を占め

る職員について前項に規定する事由があると認

めるとき（第２項の規定により延長された当該

異動期間を更に延長することができるときを除

く。）、又は前項若しくはこの項の規定により

異動期間（前３項又はこの項の規定により延長

された期間を含む。）が延長された管理監督職

を占める職員について前項に規定する事由が引

き続きあると認めるときは、人事委員会の承認

を得て、延長された当該異動期間の末日の翌日

から起算して１年を超えない期間内で延長され

た当該異動期間を更に延長することができる。 

（異動期間が延長された管理監督職に組織の変更

等があった場合） 

第１０条 前条第１項又は第２項の規定により異

動期間が延長された管理監督職を占める職員が、

組織の変更等により当該管理監督職の業務と同

一の業務を行うことをその職務の主たる内容と

する他の管理監督職を占める職員となる場合は、
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当該他の管理監督職を占める職員は、当該異動

期間が延長された管理監督職を引き続き占めて

いるものとみなす。 

（第９条第３項又は第４項の規定による任用） 

第１１条 第９条第３項又は第４項の規定により

特定管理監督職群に属する管理監督職を占める

職員のうちいずれをその異動期間を延長し、引

き続き当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、

又は当該管理監督職が属する特定管理監督職群

の他の管理監督職に降任させ、若しくは転任さ

せるかは、任命権者が、人事評価の結果、人事

の計画その他の事情を考慮した上で、最も適任

と認められる職員を、公正に判断して定めるも

のとする。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１２条 任命権者は、第９条第１項から第４項

までの規定により異動期間を延長する場合及び

同条第３項の規定により他の管理監督職に降任

等をさせる場合には、あらかじめその職員の同

意を得なければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１３条 任命権者は、第９条の規定により異動

期間を延長した場合において、当該異動期間の

末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消

滅したときは、その職員を他の職への降任等を

させるものとする。 

   第４章 定年前再任用短時間勤務制 

第１４条 任命権者は、年齢６０年に達した日以

後に退職（臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員及び非常

勤職員が退職する場合を除く。）をした者（以

下この章において「年齢６０年以上退職者」と

いう。）を、従前の勤務実績その他の人事委員

会規則で定める情報に基づく選考により、短時

間勤務の職（当該職を占める職員の１週間当た

りの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占

める職員の１週間当たりの通常の勤務時間に比

し短い時間である職をいう。以下この章におい

て同じ。）に採用することができる。ただし、

年齢６０年以上退職者がその者を採用しようと

する短時間勤務の職に係る定年退職日相当日

（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を

要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同

種の職を占めているものとした場合における定

年退職日をいう。）を経過した者であるときは、

この限りでない。 

２ 前項の規定による採用（以下この条において

「定年前再任用」という。）を行うに当たって

は、法第１３条に定める平等取扱いの原則及び

法第１５条に定める任用の根本基準の規定に違

反してはならない。 

３ 年齢６０年以上退職者が法第５２条第１項に

規定する職員団体の構成員であったことその他

法第５６条に規定する事由を理由として定年前

再任用に関し不利益な取扱いをしてはならない。 

４ 任命権者は、定年前再任用を行うに当たって

は、あらかじめ、定年前再任用をされることを

希望する者に次に掲げる事項を明示し、その同

意を得なければならない。当該者の定年前再任

用までの間に、明示した事項の内容を変更する

場合も、同様とする。 

 (1) 定年前再任用を行う職に係る職務内容 

 (2) 定年前再任用を行う日 

 (3) 定年前再任用に係る勤務地 

 (4) 定年前再任用をされた場合の給与 

 (5) 定年前再任用をされた場合の１週間当たり

の勤務時間 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、任命権者が必

要と認める事項 

第１５条 任命権者は、前条第１項本文の規定に

よるほか、組合（特別区人事・厚生事務組合、

特別区競馬組合及び東京二十三区清掃一部事務

組合をいう。）の年齢６０年以上退職者を、従

前の勤務実績その他の人事委員会規則で定める

情報に基づく選考により、短時間勤務の職に採

用することができる。 

２ 前項の場合においては、前条（第１項本文を

除く。）の規定を準用する。 

   第５章 雑則 

第１６条 この条例の実施に関し必要な事項は、

人事委員会規則で定める。 

 附則に次の３項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

４ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日

までの間における第３条の規定の適用について

は、同条中「６５年」とあるのは、次の表の左

欄に掲げる期間の区分に応じ、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句とする。 
令和５年４月１日から令和７年３

月３１日まで 
６１年 

令和７年４月１日から令和９年３

月３１日まで 
６２年 

令和９年４月１日から令和１１年

３月３１日まで 
６３年 

令和１１年４月１日から令和１３

年３月３１日まで 
６４年 
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５ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日

までの間において、江東区職員の定年等に関す

る条例の一部を改正する条例（令和４年９月江

東区条例第２４号）による改正前の江東区職員

の定年等に関する条例（次項において「旧条

例」という。）第３条ただし書に規定する職員

に対する第３条の規定の適用については、前項

の規定にかかわらず、同条中「６５年」とある

のは、「６５年」とする。 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

６ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用

される職員その他の法律により任期を定めて任

用される職員、非常勤職員及び旧条例第３条た

だし書に規定する職員を除く。以下この項にお

いて同じ。）が年齢６０年に達する日の属する

年度の前年度（以下この項において「情報の提

供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」とい

う。）（情報の提供及び勤務の意思の確認を行

うべき年度に職員でなかった者で、当該情報の

提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末

日後に採用された職員（異動等により情報の提

供及び勤務の意思の確認を行うべき年度の末日

を経過することとなった職員（以下この項にお

いて「末日経過職員」という。）を除く。）に

あっては当該職員が採用された日から同日の属

する年度の末日までの期間、末日経過職員にあ

っては当該職員の異動等の日から同日の属する

年度（当該日が年度の初日である場合は、当該

年度の前年度）の末日までの期間）において、

当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に達す

る日以後に適用される任用及び給与に関する措

置の内容その他の必要な情報を提供するものと

するとともに、同日の翌日以後における勤務の

意思を確認するよう努めるものとする。 

 別表第１中「第３条」を「第６条」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行

する。ただし、附則第３条及び第１３条の規定

は、公布の日から施行する。 

（職員の再任用に関する条例の廃止） 

第２条 江東区職員の再任用に関する条例（平成

１３年３月江東区条例第５号）は、廃止する。 

（準備行為） 

第３条 第１４条第４項及び附則第５条第５項の

規定による採用の手続は、この条例の施行前に

おいても行うことができる。 

（勤務延長に関する経過措置） 

第４条 任命権者は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）前にこの条例による改正

前の江東区職員の定年等に関する条例（以下

「旧条例」という。）第４条第１項又は第２項

の規定により勤務することとされ、かつ、旧条

例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第

２項の規定により延長された期限をいう。以下

この項において同じ。）が施行日以後に到来す

る職員（以下この項において「旧条例勤務延長

職員」という。）について、旧条例勤務延長期

限又はこの項の規定により延長された期限が到

来する場合において、この条例による改正後の

江東区職員の定年等に関する条例（以下「新条

例」という。）第４条第１項各号に掲げる事由

があると認めるときは、特別区人事委員会の承

認を得て、これらの期限の翌日から起算して１

年を超えない範囲内で当該期限を延長すること

ができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤

務延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年

退職日の翌日から起算して３年を超えることが

できない。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月

１日、令和９年４月１日、令和１１年４月１日

及び令和１３年４月１日をいう。以下この項に

おいて同じ。）から基準日の翌年の３月３１日

までの間、基準日における新条例定年（新条例

第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）が

基準日の前日における新条例定年（基準日が施

行日である場合には、施行日の前日における旧

条例定年（旧条例第３条に規定する定年をいう。

以下同じ。））を超える職（基準日における新

条例定年が新条例第３条に規定する定年である

職に限る。）及びこれに相当する基準日以後に

設置された職その他の特別区人事委員会規則

（以下「人事委員会規則」という。）で定める

職に、基準日から基準日の翌年の３月３１日ま

での間に新条例第４条第１項若しくは第２項の

規定、地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第６３号。以下「令和３年改正法」

という。）附則第３条第５項又は前項の規定に

より勤務している職員のうち、基準日の前日に

おいて同日における当該職に係る新条例定年

（基準日が施行日である場合には、施行日の前

日における旧条例定年）に達している職員（当

該人事委員会規則で定める職にあっては、人事

委員会規則で定める職員）を、昇任させ、降任

させ、又は転任させることができない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、
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第１項の規定による勤務について準用する。 

（定年退職者等の再任用に関する経過措置） 

第５条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢

６５年に達する日以後における最初の３月３１

日（以下この条から附則第８条までにおいて

「特定年齢到達年度の末日」という。）までの

間にある者であって、当該者を採用しようとす

る常時勤務を要する職に係る旧条例定年（施行

日以後に新たに設置された職及び施行日以後に

組織の変更等により名称が変更された職にあっ

ては、当該職が施行日の前日に設置されていた

ものとした場合における旧条例定年に準じた当

該職に係る年齢。次条第１項において同じ。）

に達しているものを、従前の勤務実績その他の

人事委員会規則で定める情報に基づく選考によ

り、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該

常時勤務を要する職に採用することができる。 

 (1) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職

した者 

 (2) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和

３年改正法附則第３条第５項又は前条第１項

の規定により勤務した後退職した者 

 (3) ２０年以上勤続して施行日前に退職した者

（前２号に掲げる者を除く。）であって、当

該退職の日の翌日から起算して５年を経過す

る日までの間にあるもの 

 (4) ２０年以上勤続して施行日前に退職した者

（前３号に掲げる者を除く。）であって、当

該退職の日の翌日から起算して５年を経過す

る日までの間に、旧地方公務員法再任用（令

和３年改正法による改正前の地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４

第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用す

ることをいう。）又は暫定再任用（この項若

しくは次項、次条第１項若しくは第２項、附

則第７条第１項若しくは第２項又は第８条第

１項若しくは第２項の規定により採用するこ

とをいう。次項第６号において同じ。）をさ

れたことがあるもの 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、

次に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日

までの間にある者であって、当該者を採用しよ

うとする常時勤務を要する職に係る新条例定年

に達しているものを、従前の勤務実績その他の

人事委員会規則で定める情報に基づく選考によ

り、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該

常時勤務を要する職に採用することができる。 

 (1) 施行日以後に新条例第２条の規定により退

職した者 

 (2) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２

項の規定により勤務した後退職した者 

 (3) 施行日以後に新条例第１４条第１項の規定

により採用された者のうち、令和３年改正法

による改正後の地方公務員法（以下「新地方

公務員法」という。）第２２条の４第３項に

規定する任期が満了したことにより退職した

者 

 (4) 施行日以後に新条例第１５条第１項の規定

により採用された者のうち、新地方公務員法

第２２条の５第３項において準用する新地方

公務員法第２２条の４第３項に規定する任期

が満了したことにより退職した者 

 (5) ２０年以上勤続して施行日以後に退職した

者（前各号に掲げる者を除く。）であって、

当該退職の日の翌日から起算して５年を経過

する日までの間にあるもの 

 (6) ２０年以上勤続して施行日以後に退職した

者（前各号に掲げる者を除く。）であって、

当該退職の日の翌日から起算して５年を経過

する日までの間に、暫定再任用をされたこと

があるもの 

３ 前２項の規定による採用（以下この条におい

て「暫定再任用」という。）を行うに当たって

は、地方公務員法（以下この項及び次項におい

て「法」という。）第１３条に定める平等取扱

いの原則及び法第１５条に定める任用の根本基

準の規定に違反してはならない。 

４ 定年退職者等（第１項各号及び第２項各号に

掲げる者をいう。）が法第５２条第１項に規定

する職員団体の構成員であったことその他法第

５６条に規定する事由を理由として暫定再任用

に関し不利益な取扱いをしてはならない。 

５ 任命権者は、暫定再任用を行うに当たっては、

あらかじめ、暫定再任用をされることを希望す

る者に、次に掲げる事項を明示するものとする。 

 (1) 暫定再任用を行う職に係る職務内容 

 (2) 暫定再任用を行う日及び任期の末日 

 (3) 暫定再任用に係る勤務地 

 (4) 暫定再任用をされた場合の給与 

 (5) 暫定再任用をされた場合の１週間当たりの

勤務時間 

 (6) 前各号に掲げるもののほか、任命権者が必

要と認める事項 

６ 第１項若しくは第２項の任期又はこの項の規

定により更新された任期は、１年を超えない範
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囲内で更新することができる。ただし、当該任

期の末日は、第１項若しくは第２項の規定によ

り採用する者又はこの項の規定により任期を更

新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなけ

ればならない。 

７ 暫定再任用職員（第１項若しくは第２項、次

条第１項若しくは第２項、附則第７条第１項若

しくは第２項又は第８条第１項若しくは第２項

の規定により採用された職員をいう。以下この

項及び次項において同じ。）の前項の規定によ

る任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更

新直前の任期における勤務実績が、当該暫定再

任用職員の能力評価及び業績評価の全体評語そ

の他勤務の状況を示す事実に基づき良好である

場合に行うことができる。 

８ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新す

る場合には、あらかじめ当該暫定再任用職員の

同意を得なければならない。 

第６条 任命権者は、前条第１項の規定によるほ

か、組合（新条例第１５条第１項に規定する組

合をいう。次項及び附則第８条において同

じ。）における前条第１項各号に掲げる者のう

ち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者

であって、当該者を採用しようとする常時勤務

を要する職に係る旧条例定年に達しているもの

を、従前の勤務実績その他の人事委員会規則で

定める情報に基づく選考により、１年を超えな

い範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する

職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、

前条第２項の規定によるほか、組合における同

項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の

末日までの間にある者であって、当該者を採用

しようとする常時勤務を要する職に係る新条例

定年に達しているものを、従前の勤務実績その

他の人事委員会規則で定める情報に基づく選考

により、１年を超えない範囲内で任期を定め、

当該常時勤務を要する職に採用することができ

る。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第

８項までの規定を準用する。 

第７条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の

４第４項の規定にかかわらず、附則第５条第１

項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の

末日までの間にある者であって、当該者を採用

しようとする短時間勤務の職（新条例第１４条

第１項に規定する短時間勤務の職をいう。以下

同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤

務の職を占める職員が、常時勤務を要する職で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占

めているものとした場合における旧条例定年

（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の

職及び施行日以後に組織の変更等により名称が

変更された短時間勤務の職にあっては、当該職

が施行日の前日に設置されていたものとした場

合において、当該職を占める職員が、常時勤務

を要する職でその職務が当該職と同種の職を占

めているものとしたときにおける旧条例定年に

準じた当該職に係る年齢）をいう。次条第１項

において同じ。）に達しているものを、従前の

勤務実績その他の人事委員会規則で定める情報

に基づく選考により、１年を超えない範囲内で

任期を定め、当該短時間勤務の職に採用するこ

とができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、

新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にか

かわらず、附則第５条第２項各号に掲げる者の

うち、特定年齢到達年度の末日までの間にある

者であって、当該者を採用しようとする短時間

勤務の職に係る新条例定年相当年齢（短時間勤

務の職を占める職員が、常時勤務を要する職で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占

めているものとした場合における新条例定年を

いう。次条第２項及び附則第１２条において同

じ。）に達しているもの（新条例第１４条第１

項の規定により当該短時間勤務の職に採用する

ことができる者を除く。）を、従前の勤務実績

その他の人事委員会規則で定める情報に基づく

選考により、１年を超えない範囲内で任期を定

め、当該短時間勤務の職に採用することができ

る。 

３ 前２項の場合においては、附則第５条第３項

から第８項までの規定を準用する。 

第８条 任命権者は、前条第１項の規定によるほ

か、新地方公務員法第２２条の５第３項におい

て準用する新地方公務員法第２２条の４第４項

の規定にかかわらず、組合における附則第５条

第１項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を

採用しようとする短時間勤務の職に係る旧条例

定年相当年齢に達しているものを、従前の勤務

実績その他の人事委員会規則で定める情報に基

づく選考により、１年を超えない範囲内で任期

を定め、当該短時間勤務の職に採用することが

できる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、
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前条第２項の規定によるほか、新地方公務員法

第２２条の５第３項において準用する新地方公

務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、

組合における附則第５条第２項各号に掲げる者

のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にあ

る者であって、当該者を採用しようとする短時

間勤務の職に係る新条例定年相当年齢に達して

いるもの（新条例第１５条第１項の規定により

当該短時間勤務の職に採用することができる者

を除く。）を、従前の勤務実績その他の人事委

員会規則で定める情報に基づく選考により、１

年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間

勤務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、附則第５条第３項

から第８項までの規定を準用する。 

（令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定め

る職及び年齢） 

第９条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例

で定める職は、次に掲げる職とする。 

 (1) 施行日以後に新たに設置された職 

 (2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変

更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定

める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日

に設置されていたものとした場合における旧条

例定年に準じた当該職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第４項の規定により

読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の４

第４項の条例で定める職及び年齢） 

第１０条 令和３年改正法附則第４条から第７条

までの規定が適用される場合における令和３年

改正法附則第８条第４項の規定により読み替え

て適用する新地方公務員法第２２条の４第４項

の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

 (1) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務

の職 

 (2) 施行日以後に組織の変更等により名称が変

更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条から第７条までの

規定が適用される場合における令和３年改正法

附則第８条第４項の規定により読み替えて適用

する新地方公務員法第２２条の４第４項の条例

で定める年齢は、前項に規定する職が施行日の

前日に設置されていたものとした場合において、

当該職を占める職員が、常時勤務を要する職で

その職務が同項に規定する職と同種の職を占め

ているものとしたときにおける旧条例定年に準

じた同項に規定する職に係る年齢とする。 

（令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定め

る職並びに条例で定める者及び職員） 

第１１条 令和３年改正法附則第８条第５項の条

例で定める職は、次に掲げる職のうち、当該職

が基準日（附則第５条から第８条までの規定が

適用される間における各年の４月１日（施行日

を除く。）をいう。以下この条において同

じ。）の前日に設置されていたものとした場合

において、基準日における新条例定年が基準日

の前日における新条例定年を超える職とする。 

 (1) 基準日以後に新たに設置された職（短時間

勤務の職を含む。） 

 (2) 基準日以後に組織の変更等により名称が変

更された職（短時間勤務の職を含む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定

める者は、前項に規定する職が基準日の前日に

設置されていたものとした場合において、同日

における当該職に係る新条例定年に達している

者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定

める職員は、第１項に規定する職が基準日の前

日に設置されていたものとした場合において、

同日における当該職に係る新条例定年に達して

いる職員とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員に関する経過措

置） 

第１２条 任命権者は、基準日（令和７年４月１

日、令和９年４月１日、令和１１年４月１日及

び令和１３年４月１日をいう。以下この条にお

いて同じ。）から基準日の翌年の３月３１日ま

での間、基準日における新条例定年相当年齢が

基準日の前日における新条例定年相当年齢を超

える短時間勤務の職（基準日における新条例定

年相当年齢が新条例第３条に規定する定年であ

る短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当す

る基準日以後に設置された短時間勤務の職その

他の人事委員会規則で定める短時間勤務の職

（以下この条において「新条例原則定年相当年

齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日

の前日までに新条例第１４条第１項に規定する

年齢６０年以上退職者となった者（基準日前か

ら新条例第４条第１項又は第２項の規定により

勤務した後基準日以後に退職をした者を含

む。）のうち基準日の前日において同日におけ

る当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤

務職に係る新条例定年相当年齢に達している者

（当該人事委員会規則で定める短時間勤務の職

にあっては、人事委員会規則で定める者）を、
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新条例第１４条第１項又は第１５条第１項の規

定により採用することができず、新条例原則定

年相当年齢引上げ短時間勤務職に、新条例第１

４条第１項又は第１５条第１項の規定により採

用された職員（以下この条において「定年前再

任用短時間勤務職員」という。）のうち基準日

の前日において同日における当該新条例原則定

年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定

年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤

務職員（当該人事委員会規則で定める短時間勤

務の職にあっては、人事委員会規則で定める定

年前再任用短時間勤務職員）を、昇任させ、降

任させ、又は転任させることができない。 

（令和３年改正法附則第２条第３項の条例で定め

る年齢） 

第１３条 令和３年改正法附則第２条第３項の条

例で定める年齢は、年齢６０年とする。 

                    

江東区職員の結核休養に関する条例の一部を改

正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２５号 

   江東区職員の結核休養に関する条例の一部

を改正する条例 

江東区職員の結核休養に関する条例（昭和３０

年４月江東区条例第１０号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第２号中「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員」を「第２２条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占める職員（次号において「定年前

再任用短時間勤務職員」という。）」に改め、同

条第３号中「地方公務員法第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用されている職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正

する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条

第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは

第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７

条第１項若しくは第３項の規定により採用され

た職員をいう。）は、この条例による改正後の

江東区職員の結核休養に関する条例第２条第２

号に規定する定年前再任用短時間勤務職員とみ

なして、同条例の規定を適用する。 

                    

江東区職員の懲戒に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２６号 

   江東区職員の懲戒に関する条例の一部を改

正する条例 

江東区職員の懲戒に関する条例（昭和３０年４

月江東区条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

第３条中「範囲で」の次に「その発令の日に受

ける」を、「除く。）」の次に「とする。以下同

じ。」を加え、同条に後段として次のように加え

る。 

この場合において、その減ずる額が現に受け

る給料の５分の１に相当する額を超えるときは、

当該額を減ずるものとする。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

公益的法人等への江東区職員の派遣等に関する

条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２７号 

   公益的法人等への江東区職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例 

公益的法人等への江東区職員の派遣等に関する

条例（平成１４年３月江東区条例第２号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第２項第１号中「第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用されている職員」を

「第２２条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占める職員（次号において「定年前再任用短時

間勤務職員」という。）」に改め、同項第２号中

「地方公務員法第２８条の５第１項又は第２８条

の６第２項に規定する短時間勤務の職を占める職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め、

同項第３号中「引き続いて」を「引き続き」に改

め、同項中第４号を第５号とし、第３号の次に次

の１号を加える。 

 (4) 江東区職員の定年等に関する条例第９条の

規定により同条第１項に規定する異動期間

（同条の規定により延長された期間を含
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む。）を延長された管理監督職を占める職員 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正

する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条

第１項若しくは第２項、第５条第１項若しくは

第３項、第６条第１項若しくは第２項又は第７

条第１項若しくは第３項の規定により採用され

た職員をいう。）は、この条例による改正後の

公益的法人等への江東区職員の派遣等に関する

条例第２条第２項第１号に規定する定年前再任

用短時間勤務職員とみなして、同条例の規定を

適用する。 

                    

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員

の処遇等に関する条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２８号 

   外国の地方公共団体の機関等に派遣される

職員の処遇等に関する条例の一部を改正す

る条例 

外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員

の処遇等に関する条例（昭和６３年７月江東区条

例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項各号列記以外の部分中「又は」を

「、又は」に改め、同条第２項第４号中「引き続

いて」を「引き続き」に改め、同項中第５号を第

６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

 (5) 江東区職員の定年等に関する条例第９条の

規定により同条第１項に規定する異動期間

（同条の規定により延長された期間を含

む。）を延長された管理監督職を占める職員 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

                    

江東区職員の育児休業等に関する条例の一部を

改正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第２９号 

   江東区職員の育児休業等に関する条例の一

部を改正する条例 

第１条 江東区職員の育児休業等に関する条例

（平成４年３月江東区条例第２５号）の一部を

次のように改正する。 

  第２条第３号中「次のいずれかに該当する非

常勤職員」を「非常勤職員であって、次のいず

れかに該当するもの」に改め、同号ア(ｱ)中

「第２条の４」を「当該子の出生の日から第３

条の２に規定する期間内に育児休業をしようと

する場合にあっては当該期間の末日から６月を

経過する日、第２条の４」に、「、２歳」を

「当該子が２歳」に改め、同号イを次のように

改める。 

   イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子が１歳に達する日

（以下「１歳到達日」という。）（当

該子について当該非常勤職員が第２条

の３第２号に掲げる場合に該当してす

る育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日。以下こ

の(ｱ)において同じ。）において育児

休業をしている非常勤職員であって、

同条第３号に掲げる場合に該当して当

該子の１歳到達日の翌日を育児休業の

期間の初日とする育児休業をしようと

するもの 

(ｲ) その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている場合で

あって、当該任期を更新され、又は当

該任期の満了後引き続き特定職に採用

されることに伴い、当該育児休業に係

る子について、当該更新前の任期の末

日の翌日又は当該採用の日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしよう

とするもの 

  第２条第３号ウを削る。 

  第２条の３第３号中「ため、非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職

員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業

又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場

合若しくはこれに相当する場合に該当してする

地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日（当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間の末日と

された日が異なるときは、そのいずれかの

日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間に

おいてこの号に掲げる場合に該当してその任期

の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている非常勤職員であって、当該任期が更
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新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き

続き採用されるものにあっては、当該任期の末

日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育

児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

する場合であって」を「非常勤職員が」に、

「該当するとき」を「該当する場合（当該子に

ついてこの号に掲げる場合に該当して育児休業

をしている場合であって第３条第７号に掲げる

事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に

該当する場合、規則で定める特別の事情がある

場合にあってはウに掲げる場合に該当する場

合）」に改め、同号イを同号ウとし、同号ア中

「非常勤職員がする」を「非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする」に、「配偶者がす

る」を「配偶者が同号に掲げる場合又はこれに

相当する場合に該当してする」に改め、同号ア

を同号イとし、同号にアとして次のように加え

る。 

   ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に

該当してする育児休業又は当該非常勤職

員の配偶者が同号に掲げる場合若しくは

これに相当する場合に該当してする地方

等育児休業の期間の末日とされた日が当

該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日（当該育児休業

の期間の末日とされた日と当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日が異なる

ときは、そのいずれかの日））の翌日

（当該配偶者がこの号に掲げる場合又は

これに相当する場合に該当して地方等育

児休業をする場合にあっては、当該地方

等育児休業の期間の末日とされた日の翌

日以前の日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合 

  第２条の３第３号に次のように加える。 

   エ 当該子について、当該非常勤職員が当

該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前

号に掲げる場合に該当してする育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳

到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）後の期間においてこの号

に掲げる場合に該当して育児休業をした

ことがない場合 

  第２条の４各号列記以外の部分中「ため、非

常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日

（当該子の１歳６か月到達日後の期間において

この条の規定に該当してその任期の末日を育児

休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に特定職に引き続き採用され

るものにあっては、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日）を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとする場合であ

って、次の各号のいずれにも該当するとき」を

「非常勤職員が、次の各号に掲げる場合のいず

れにも該当する場合（当該子についてこの条の

規定に該当して育児休業をしている場合であっ

て次条第７号に掲げる事情に該当するときは第

２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、

規則で定める特別の事情がある場合にあっては

第３号に掲げる場合に該当する場合）」に改め、

同条第２号を同条第３号とし、同条第１号を同

条第２号とし、同条に第１号として次の１号を

加える。 

  (1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到

達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者がこ

の条の規定に該当し、又はこれに相当する

場合に該当して地方等育児休業をする場合

にあっては、当該地方等育児休業の期間の

末日とされた日の翌日以前の日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようと

する場合 

第２条の４に次の１号を加える。 

 (4) 当該子について、当該非常勤職員が当該

子の１歳６か月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当して育児休業をしたこと

がない場合 

第２条の５を削る。 

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、

第７号を第６号とし、同条第８号中「その任

期」を「任期を定めて採用された職員であって、

当該任期」に、「非常勤職員が、当該育児休業

に係る子について、当該任期が」を「ものが、

当該任期を」に、「に特定職に引き続き」を

「引き続き特定職に」に、「に伴い、当該任期

の末日」を「に伴い、当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日」に、「当該

引き続き採用される」を「当該採用の」に改め、

同号を同条第７号とし、同条の次に次の１条を

加える。 

 （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則

で定める期間を基準として条例で定める期間） 

 第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の

人事院規則で定める期間を基準として条例で

定める期間は、５７日間とする。 
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第２条 江東区職員の育児休業等に関する条例の

一部を次のように改正する。 

  第２条第２号中「第２項」を「同条第２項」

に、「引き続いて」を「引き続き」に改め、同

条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１

号を加える。 

  (3) 江東区職員の定年等に関する条例第９条

の規定により同条第１項に規定する異動期

間（同条の規定により延長された期間を含

む。）を延長された管理監督職を占める職

員 

  第７条第２号中「第２項」を「同条第２項」

に、「引き続いて」を「引き続き」に改め、同

条に次の１号を加える。 

  (3) 第２条第３号に掲げる職員 

  第１４条第２号中「第２８条の５第１項又は

第２８条の６第２項」を「第２２条の４第１

項」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 (1) 第２条及び附則第３項の規定 令和５年４

月１日 

(2) 附則第４項及び第５項の規定 公布の日 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に、第１条の規定によ

る改正前の江東区職員の育児休業等に関する条

例第３条第５号に規定する書面により任命権者

に申し出た職員に対する同号の規定の適用につ

いては、なお従前の例による。 

３ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職

員をいう。）は、同法による改正後の地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の

４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員とみなして、第２条の規定による改正後の江

東区職員の育児休業等に関する条例の規定を適

用する。 

（施行前の準備） 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律及び育

児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労

働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一部

を改正する法律の一部を改正する法律（令和４

年法律第３５号）による改正前の地方公務員の

育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１

０号）第２条第１項の規定により育児休業をし

たことがある職員からの育児休業の承認の請求

は、この条例の施行の日前においても行うこと

ができる。 

５ 第１条の規定による改正後の江東区職員の育

児休業等に関する条例第２条第３号ア、第２条

の３第３号、第２条の４又は第３条第７号に新

たに該当する者からの育児休業の承認の請求は、

この条例の施行の日前においても行うことがで

きる。 

                    

江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第３０号 

   江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例の一部を改正する条例 

 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例（平成１０年３月江東区条例第８号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第３項中「第２８条の５第１項又は第２

８条の６第２項」を「第２２条の４第１項」に、

「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時

間勤務職員」に改め、同条第４項中「再任用短時

間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

第３条第１項ただし書、第４条第１項ただし書

及び同条第２項、第５条第２項、第１３条第１項

並びに第１８条第２項中「再任用短時間勤務職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職

員をいう。）は、この条例による改正後の江東

区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤

務職員とみなして、同条例の規定を適用する。 

                    

江東区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する

条例の一部を改正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 
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江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第３１号 

   江東区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例 

 江東区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する

条例（昭和３１年１１月江東区条例第１３号）の

一部を次のように改正する。 

第１条中「第２８条の５第１項又は第２８条の

６第２項」を「同法第２２条の４第１項」に改め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の

一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）

附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第

１項若しくは第３項の規定により採用された職

員をいう。）は、同法による改正後の地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の

４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職

員とみなして、この条例による改正後の江東区

非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例の

規定を適用する。 

                    

 江東区職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第３２号 

   江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例 

 江東区職員の給与に関する条例（昭和３０年４

月江東区条例第７号）の一部を次のように改正す

る。 

第７条第７項中「当該職員」を「その者」に、

「が職員」を「がその者」に改め、同条第８項を

次のように改める。 

８ 地方公務員法第２２条の４第１項又は第２２

条の５第１項の規定により採用された職員（以

下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）

の給料月額は、その者に適用される給料表の定

年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給

料月額のうち、その者の属する職務の級に応じ

た額に、勤務時間条例第２条第３項の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同条第１項に

規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た

額とする。 

第７条の３を削る。 

第１７条第４項及び第２０条第２号中「再任用

短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改める。 

第２７条第３項、第２７条の４第３項及び第２

７条の７第２項中「再任用職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。 

附則第８項中「再任用職員」を「定年前再任用

短時間勤務職員」に、「同表の」を「第７条第８

項の規定により算出した」に改める。 

附則に次の８項を加える。 

１０ 当分の間、職員の給料月額は、その者が６

０歳に達した日後における最初の４月１日（附

則第１２項において「特定日」という。）以後、

その者に適用される給料表の給料月額のうち、

その者の属する職務の級及び受ける号給に応じ

た額（この条例その他の条例の規定により、そ

の者につき当該号給に応じた額と異なる給料月

額が定められている場合は、当該異なる給料月

額）に１００分の７０を乗じて得た額（その額

に、５０円未満の端数がある場合はこれを切り

捨て、５０円以上１００円未満の端数がある場

合はこれを１００円に切り上げるものとす

る。）とする。 

１１ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用し

ない。 

(1) 臨時的に任用される職員その他の法律によ

り任期を定めて任用される職員及び常時勤務

を要しない職員 

(2) 医療職給料表（一）の適用を受ける職員 

(3) 地方公務員法第２８条の５第１項又は第２

項の規定により同法第２８条の２第１項に規

定する異動期間（同法第２８条の５第１項又

は第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された同法第２８条の２第１項

に規定する管理監督職を占める職員 

(4) 地方公務員法第２８条の７第１項又は第２

項の規定により勤務している職員（同法第２

８条の６第１項に規定する定年退職日におい

て前項の規定が適用されていた職員を除

く。） 

１２ 地方公務員法第２８条の２第４項に規定す

る他の職への降任等をされた職員であって、当

該他の職への降任等をされた日（以下この項及

び附則第１４項において「異動日」という。）

の前日から引き続き同一の給料表の適用を受け

る職員のうち、特定日に附則第１０項の規定に

よりその者の受ける給料月額（以下この項にお
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いて「特定日給料月額」という。）が異動日の

前日にその者が受けていた給料月額に１００分

の７０を乗じて得た額（その額に、５０円未満

の端数がある場合はこれを切り捨て、５０円以

上１００円未満の端数がある場合はこれを１０

０円に切り上げるものとする。以下この項にお

いて「基礎給料月額」という。）に達しないこ

ととなる職員（人事委員会が定める職員を除

く。）の給料月額は、当分の間、特定日以後、

附則第１０項の規定によりその者の受ける給料

月額に基礎給料月額と特定日給料月額との差額

に相当する額を加算した額とする。 

１３ 前項の規定により算出した差額に相当する

額を加算した給料月額がその者の属する職務の

級における最高の号給の給料月額を超える場合

における同項の規定の適用については、同項中

「基礎給料月額と特定日給料月額」とあるのは、

「その者の属する職務の級における最高の号給

の給料月額と同項の規定によりその者の受ける

給料月額」とする。 

１４ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を

受ける職員（附則第１０項の規定の適用を受け

る職員に限り、附則第１２項に規定する職員を

除く。）であって、同項の規定により算出した

差額に相当する額を加算した給料月額を受ける

職員との均衡上必要があると認められる職員の

給料月額は、当分の間、人事委員会の定めると

ころにより、附則第１０項の規定によりその者

の受ける給料月額に前２項の規定に準じて算出

した差額に相当する額を加算した額とする。 

１５ 附則第１２項又は前項の規定により算出し

た差額に相当する額を加算した給料月額を受け

る職員以外の附則第１０項の規定の適用を受け

る職員であって、任用の事情等を考慮して当該

給料月額を受ける職員との均衡上必要があると

認められる職員の給料月額は、当分の間、人事

委員会の定めるところにより、同項の規定によ

りその者の受ける給料月額に前３項の規定に準

じて算出した差額に相当する額を加算した額と

する。 

１６ 当分の間、附則第１０項の規定の適用を受

ける職員に対する江東区職員の分限に関する条

例第２条第２項、第３条第１項及び第４項並び

に第７条の規定の適用については、同条例第２

条第２項中「職員」とあるのは「江東区職員の

給与に関する条例（昭和３０年４月江東区条例

第７号。以下「給与条例」という。）附則第１

０項の規定による場合のほか、職員」と、同条

例第３条第１項中「とする」とあるのは「とす

る。ただし、給与条例附則第１０項の規定によ

る降給は、この限りでない」と、同条第４項中

「ならない」とあるのは「ならない。ただし、

給与条例附則第１０項の規定による降給は、こ

の限りでない」と、同条例第７条中「とする」

とあるのは「とする。ただし、給与条例附則第

１０項の規定による降給は、この限りでない」

とする。 

１７ 附則第１０項から前項までに定めるものの

ほか、附則第１０項及び第１２項の規定による

給料月額その他附則第１０項から前項までの規

定の施行に関し必要な事項は、人事委員会が定

める。 

別表第１アの表再任用職員以外の職員の項中

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改

める。 
定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

基

準

給

料

月

額 

１

９ 

７

，

３

０

０ 

２

３ 

１

，

８

０

０ 

２

６ 

９

，

６

０

０ 

２

８ 

７

，

４

０

０ 

３

１ 

１

，

６

０

０ 

３

７ 

８

，

６

０

０ 

別表第１イの表再任用職員以外の職員の項中

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改

める。 
定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

基準給

料月額 

２１

２，０

００ 

２２

３，２

００ 

２４

４，０

００ 

２７

４，７

００ 

別表第２アの表再任用職員以外の職員の項中

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改

める。 
定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

 

 

 

 

 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

基準給料

月額 

２９４，

５００ 

 

３５５，

３００ 

 

４１６，

１００ 
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務 職

員 

    

別表第２イの表再任用職員以外の職員の項中

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改

める。 
定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

１９

９，

８０

０ 

２３

３，

６０

０ 

２６

９，

４０

０ 

２８

７，

００

０ 

３１

１，

６０

０ 

別表第２ウの表再任用職員以外の職員の項中

「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改め、同表再任用職員の項を次のように改

める。 
定 年

前 再

任 用

短 時

間 勤

務 職

員 

 基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

基準

給料

月額 

２０

４，

００

０ 

２３

４，

８０

０ 

２６

９，

４０

０ 

２８

７，

００

０ 

３１

１，

６０

０ 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。

ただし、附則第１１項及び第１２項の規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区職員の給与に

関する条例（以下「改正後の条例」という。）

附則第１０項から第１７項までの規定は、地方

公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

第６３号。以下「令和３年改正法」という。）

附則第３条第５項及び第６項の規定により勤務

している職員には適用しない。 

３ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第

２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員（以下「暫定再任用常時勤

務職員」という。）の給料月額は、その者が令

和３年改正法による改正後の地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号）第２２条の４第１項

又は第２２条の５第１項の規定により採用され

た職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）であるものとした場合に適用される

給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲

げる基準給料月額のうち、その者の属する職務

の級に応じた額（改正後の条例附則第８項の規

定の適用がある場合には、同項の人事委員会が

定める額を加算した額）とする。 

４ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第１０条第３項の規定に

より同条第１項に規定する育児短時間勤務の承

認を受けた暫定再任用常時勤務職員（同法第１

７条の規定による短時間勤務をすることとなっ

た暫定再任用常時勤務職員を含む。）に対する

前項の規定の適用については、同項中「とす

る」とあるのは、「に、江東区職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例（平成１０年３月江

東区条例第８号）第２条第２項の規定により定

められたその者の勤務時間を同条第１項に規定

する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

（その額に、１円未満の端数がある場合は、こ

れを切り捨てる。）とする」とする。 

５ 令和３年改正法附則第６条第１項若しくは第

２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員（以下「暫定再任用短時間

勤務職員」という。）の給料月額は、その者が

定年前再任用短時間勤務職員であるものとした

場合に適用される給料表の定年前再任用短時間

勤務職員の項に掲げる基準給料月額のうち、そ

の者の属する職務の級に応じた額に、江東区職

員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平

成１０年３月江東区条例第８号）第２条第３項

の規定により定められたその者の勤務時間を同

条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を

乗じて得た額（その額に、１円未満の端数があ

る場合は、これを切り捨てる。）（改正後の条

例附則第８項の規定の適用がある場合には、同

項の人事委員会が定める額を加算した額）とす

る。 

６ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用

短時間勤務職員とみなして、改正後の条例第１

７条第４項及び第２０条第２号の規定を適用す

る。 

７ 暫定再任用常時勤務職員及び暫定再任用短時

間勤務職員（以下「暫定再任用職員」とい

う。）は、定年前再任用短時間勤務職員とみな

して、改正後の条例第２７条第３項の規定を適

用する。 

８ 改正後の条例第２７条の４第１項の職員に暫

定再任用職員が含まれる場合における勤勉手当

の額の総額の算定に係る同条第３項の規定の適

用については、同項中「定年前再任用短時間勤

務職員」とあるのは、「定年前再任用短時間勤

務職員及び地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若
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しくは第２項、第５条第１項若しくは第３項、

第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項

若しくは第３項の規定により採用された職員」

とする。 

９ 江東区職員の給与に関する条例第１１条の２

から第１３条まで、第１３条の３及び第２７条

の５の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

（委任） 

１０ 附則第２項から前項までに定めるもののほ

か、この条例の施行に関し必要な事項は、特別

区人事委員会が定める。 

（江東区職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例の一部改正） 

１１ 江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例（平成３０年３月江東区条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

附則第５項から第８項までを次のように改め

る。 

５ 施行日の前日から引き続き同一の給料表の

適用を受ける特定職員（以下「同一給料表適

用特定職員」という。）のうち、施行日以降

にその者の属する職務の級及び受ける号給に

応じた給料月額が施行日の前日において受け

ていた給料月額に達しないこととなるもの

（人事委員会の定める職員を除く。）の給料

月額は、その者の属する職務の級及び受ける

号給に応じた給料月額にその差額に相当する

額を加算した額とする。 

６ 施行日の前日から引き続き給料表の適用を

受ける特定職員（同一給料表適用特定職員を

除く。）であって、前項の規定により算出し

た差額に相当する額を加算した給料月額を受

ける同一給料表適用特定職員との均衡上必要

があると認められる特定職員の給料月額は、

人事委員会の定めるところにより、その者の

属する職務の級及び受ける号給に応じた給料

月額に同項の規定に準じて算出した差額に相

当する額を加算した額とする。 

７ 施行日以降に新たに給料表の適用を受ける

こととなった職員であって、任用の事情等を

考慮して前２項の規定により算出した差額に

相当する額を加算した給料月額を受ける特定

職員との均衡上必要があると認められる職員

の給料月額は、人事委員会の定めるところに

より、その者の属する職務の級及び受ける号

給に応じた給料月額に前２項の規定に準じて

算出した差額に相当する額を加算した額とす

る。 

８ 同一給料表適用特定職員（行政職給料表

（二）の適用を受ける地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項

若しくは第２項の規定により採用された職員

（以下「再任用職員」という。）に限る。）

のうち、施行日以降にその者の属する職務の

級に応じた給料月額が同表２級の再任用職員

の項に掲げる給料月額に達しないこととなる

ものであって、区長が定めるものについて、

附則第５項の規定により算出した差額に相当

する額を加算した給料月額を受ける同一給料

表適用特定職員との均衡上必要があると認め

られる職員の給料月額は、その者の属する職

務の級に応じた給料月額にその差額に相当す

る額を加算した額とする。 

１２ 江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例（令和元年１１月江東区条例第５０

号）の一部を次のように改正する。 

附則第４項中「のうち施行日以降にその者の

受ける給料月額が」を削り、「による給料の月

額から当該額」を「により算出した差額に相当

する額を加算した給料月額から当該加算をした

給料月額」に改める。 

１３ 江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例（平成３０年３月江東区条例第４

号）の一部を次のように改正する。 

附則第８項中「地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条

の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第

２項の規定により採用された職員（以下「再任

用職員」を「地方公務員法の一部を改正する法

律（令和３年法律第６３号。以下「令和３年地

方公務員法改正法」という。）附則第４条第１

項若しくは第２項又は第５条第１項若しくは第

３項の規定により採用された職員（以下「暫定

再任用常時勤務職員」という。）及び令和３年

地方公務員法改正法附則第６条第１項若しくは

第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員（以下「暫定再任用短時

間勤務職員」に、「再任用職員の欄に掲げる給

料月額」を「定年前再任用短時間勤務職員の項

に掲げる基準給料月額」に改め、「加算した

額」の次に「（暫定再任用短時間勤務職員にあ

っては、江東区職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成１０年３月江東区条例第８

号）第２条第３項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間
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で除して得た数を乗じて得た額（その額に、１

円未満の端数がある場合は、これを切り捨て

る。））（改正後の条例附則第８項の規定の適

用がある場合には、同項の人事委員会が定める

額を加算した額）」を加える。 

附則中第１６項を第１７項とし、第１５項を

第１６項とし、第１４項を第１５項とする。 

附則第１３項中「附則第１０項」を「附則第

１１項」に改め、同項を附則第１４項とする。 

附則中第１２項を第１３項とし、第９項から

第１１項までを１項ずつ繰り下げ、第８項の次

に次の１項を加える。 

９ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平

成３年法律第１１０号）第１０条第３項の規

定により同条第１項に規定する育児短時間勤

務の承認を受けた暫定再任用常時勤務職員

（同法第１７条の規定による短時間勤務をす

ることとなった暫定再任用常時勤務職員を含

む。）に対する前項の規定の適用については、

同項中「とする」とあるのは、「に、江東区

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

第２条第２項の規定により定められたその者

の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額（その額に、

１円未満の端数がある場合は、これを切り捨

てる。）とする」とする。 

                    

江東区職員の退職手当に関する条例の一部を改

正する条例を公布する。 

令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区条例第３３号 

   江東区職員の退職手当に関する条例の一部

を改正する条例 

 江東区職員の退職手当に関する条例（昭和３２

年３月江東区条例第３号）の一部を次のように改

正する。 

第２条第１項中「区に常時勤務する職員で次の

各号に掲げる者」を「次に掲げる職員」に改め、

同項各号中「される職員」の次に「のうち、常時

勤務を要するもの」を加え、同項に次の１号を加

える。 

(3) 給与条例第２３条第１項に定める給与を支

給される職員（以下「育児休業に伴う臨時的

任用職員」という。）のうち、その勤務形態

が前２号に掲げる職員に準ずるもの 

第２条第２項を次のように改める。 

２ 前項第３号に規定する勤務形態が同項第１号

及び第２号に掲げる職員に準ずるものとは、常

時勤務を要する職員について定められている勤

務時間以上勤務した日（法令又は条例若しくは

これに基づく規則（以下「規則」という。）に

より、勤務を要しないこととされ、又は休暇を

与えられた日を含む。以下同じ。）が１８日以

上ある月が引き続いて６月を超えるに至った者

で、その超えるに至った日以後引き続き当該勤

務時間により勤務することとされているものを

いう。 

第２条第３項を削る。 

第３条第１項ただし書中「職員が退職した場合

において、その者が退職の日又はその翌日に再び

職員となつたとき」を「次の各号のいずれかに該

当する場合」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 前条第１項第１号及び第２号に掲げる職員

のうち、任期の定めのないもの（以下「任期

の定めのない職員」という。）が退職した場

合において、その者が退職の日又はその翌日

に再び任期の定めのない職員となったとき。 

(2) 前条第１項第１号及び第２号に掲げる職員

のうち、任期の定めのあるもの（以下「任期

の定めのある職員」という。）が退職した場

合において、その者が退職の日又はその翌日

に再び任期の定めのない職員又は任期の定め

のある職員となったとき。 

(3) 前条第１項第３号に掲げる職員が退職した

場合において、その者が退職の日又はその翌

日に再び任期の定めのない職員又は任期の定

めのある職員となったとき。 

(4) 前条第１項第３号に掲げる職員が退職した

場合において、その者が退職の日又はその翌

日に再び育児休業に伴う臨時的任用職員とな

ったとき。 

第３条中第２項を第４項とし、第１項の次に次

の２項を加える。 

２ 前項の規定による場合のほか、前条第１項第

３号に掲げる職員のその月の勤務日数（常時勤

務を要する職員について定められている勤務時

間以上勤務した日に限る。次項において同

じ。）が１８日に達しないこととなったときは、

その月の末日において退職したものとみなして

退職手当を支給する。 

３ 第１項ただし書の規定にかかわらず、同項第

４号に規定する再び育児休業に伴う臨時的任用

職員となった者のその月の勤務日数が１８日に

達しないこととなったときは、その月の末日に

おいて退職したものとみなして退職手当を支給
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する。 

第７条第１項中「地方公務員法」の次に「（昭

和２５年法律第２６１号）」を加え、「勧しよ

う」を「勧奨」に改める。 

第７条の３中「１０年」を「１５年（給与条例

第６条第１項第２号に規定する医療職給料表

（一）（以下「医療職給料表（一）」という。）

の適用を受ける職員にあっては、１０年とす

る。）」に改める。 

第８条中「第７条第１項」の次に「、次条」を

加え、「の規定により計算した額」を「及び第１

０条の規定により計算した額の合計額」に改める。 

第９条第１項中「、第５条から第７条」を「、

第５条から第７条の４」に改め、同条第２項中「、

第５条から第７条」を「、第５条から第７条の

４」に改め、「受けていた期間」の次に「（江東

区立幼稚園教育職員の給与に関する条例に規定す

る園長及び副園長の職にあった者から江東区立幼

稚園教育職員の給与等に関する特別措置に関する

条例第３条第１項の規定の適用を受ける者となっ

たものにあっては、その適用を受けた日から退職

の日まで継続して同項の規定の適用を受けていた

期間に限る。）」を加える。 

第１０条第４項中「第１号から第８号までに掲

げる期間のある月にあっては現実に職務に従事す

ることを要する日のあった月を除き、第９号に掲

げる期間のある月にあっては育児短時間勤務等

（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３

年法律第１１０号）その他の法律の規定による育

児短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短時

間勤務をいう。以下同じ。）の期間以外の期間に

おける現実に職務に従事することを要する日」を

「現実に職務に従事することを要する日（次に掲

げる期間（無罪の判決が確定した場合における第

２号に掲げる期間を除く。）以外の期間における

週休日等（江東区職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成１０年３月江東区条例第８

号）第４条及び第５条の規定による週休日、同条

例第１０条及び第１１条の規定による休日、同条

例第１２条第１項の規定により指定された代休日

並びにその他の規程によるこれらに相当する日）

以外の日をいう。）」に改め、同項第９号中「育

児短時間勤務等」の次に「（地方公務員の育児休

業等に関する法律その他の法律の規定による育児

短時間勤務及び育児短時間勤務の例による短時間

勤務をいう。以下同じ。）」を加え、同号を同項

第１０号とし、同項第８号中「地方公務員の育児

休業等に関する法律」の次に「（平成３年法律第

１１０号）」を加え、同号を同項第９号とし、同

項中第５号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、

第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 高齢者部分休業（地方公務員法第２６条の

３の規定による高齢者部分休業及びその他の

規程によるこれに相当する休業をいう。）の

期間 

第１０条の次に次の１条を加える。 

（他の職への降任等をされた職員に係る退職手当

の調整額） 

第１０条の２ 地方公務員法第２８条の２第４項

に規定する他の職への降任等をされた職員（同

法第２８条の５第３項に規定する特定管理監督

職群の他の管理監督職に降任した職員その他の

規則で定める職員（以下「他の管理監督職に降

任した職員等」という。）を含む。）について

前条の規定により計算した退職手当の調整額が、

その者が当該他の職への降任等をされた日の前

日（他の管理監督職に降任した職員等にあって

は、規則で定める日）において退職をしたもの

として同条の規定により計算した退職手当の調

整額（以下「降任等前退職手当の調整額」とい

う。）に満たない場合は、同条の規定にかかわ

らず、降任等前退職手当の調整額（降任等前退

職手当の調整額が２以上ある場合は、最も多い

額）をその者の退職手当の調整額とする。 

第１１条第２項中「月数」の次に「（第２条第

１項第３号に掲げる職員にあっては、引き続いた

常時勤務を要する職員について定められている勤

務時間以上勤務した日が１８日以上ある月の月

数）」を加え、同条第３項中「その者が退職の日

又はその翌日に再び職員となった」を「次の各号

のいずれかに該当する」に改め、同項に次の各号

を加える。 

(1) 任期の定めのない職員が退職した場合にお

いて、その者が退職の日又はその翌日に再び

任期の定めのない職員となったとき。 

(2) 任期の定めのある職員が退職した場合にお

いて、その者が退職の日又はその翌日に再び

任期の定めのない職員又は任期の定めのある

職員となったとき。 

(3) 第２条第１項第３号に掲げる職員が退職し

た場合（第３条第２項又は第３項の規定によ

り退職したものとみなされる場合を除く。）

において、その者が退職の日又はその翌日に

再び任期の定めのない職員、任期の定めのあ

る職員又は育児休業に伴う臨時的任用職員と

なったとき。 
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(4) 育児休業に伴う臨時的任用職員（第２条第

１項第３号に掲げる職員を除く。）が退職し

た場合において、その者が退職の日又はその

翌日に再び育児休業に伴う臨時的任用職員と

なったとき。 

第１１条第４項中「前条第４項」を「第１０条

第４項」に改め、同条第５項中「東京都の」を

「都職員等（東京都の」に、「（規則で定める者

を除く。）（以下「都職員等」という。）」を

「のうち、これらの者が属していた東京都等の退

職手当（これに相当する給与を含む。）に関する

規程において退職手当（これに相当する給与を含

む。）の支給対象であったものをいう。以下同

じ。）」に、「その他の地方公務員及び規則法

人」を「規則で定める者を除き、その他の地方公

務員及び規則法人」に、「なったもの」を「なっ

た者」に改める。 

第１３条第２項中「者で」の次に「常時勤務を

要する」を加え、「（法令又は条例若しくはこれ

に基づく規則により、勤務を要しないこととされ、

又は休暇を与えられた日を含む。）」を削り、

「すべて」を「全て」に改め、同条第４項中「、

当該退職」を「当該退職」に、「期間」とする」

を「期間」とし、当該退職の日後に事業（その実

施期間が３０日未満のものその他規則で定めるも

のを除く。）を開始した職員その他これに準ずる

ものとして規則で定める職員が規則で定めるとこ

ろにより、区長にその旨を申し出たときは、当該

事業の実施期間（当該実施期間の日数が４年から

第１項及びこの項の規定により算定される期間の

日数を除いた日数を超える場合における当該超え

る日数を除く。）は、第１項及びこの項の規定に

よる期間に算入しない」に改め、同条第８項第５

号中「第４条第８項」を「第４条第９項」に改め

る。 

第１４条中「職員が」を「職員（規則で定める

者を除く。）が」に改め、同条ただし書中「と

き」の次に「その他規則で定めるとき」を加える。 

第１８条第１項第２号及び第３号中「再任用職

員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１９条第１項中「にあっては」を「には」に

改め、同項第２号及び第３号中「再任用職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第２１条第１項中「この条において同じ」を

「この項から第６項までにおいて同じ」に、「に

あっては」を「には」に改め、同条第２項から第

４項までの規定中「にあっては」を「には」に改

め、同条第５項中「再任用職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に、「にあっては」を「に

は」に改める。 

附則第３条第１号中「まで」の次に「（附則第

１１条第３項、第４項及び第６項から第９項まで

の規定により読み替えて適用される場合を含

む。）」を加える。 

附則第９条中「平成３４年３月３１日」を「令

和７年３月３１日」に改める。 

附則に次の１条を加える。 

（職員の定年の引上げに伴う経過措置） 

第１１条 当分の間、第６条第１項の規定は、６

０歳に達した日以後その者の非違によることな

く退職した者（定年の定めのない職を退職した

者及び同項の規定に該当する者を除く。）に対

する退職手当の基本額について準用する。この

場合における第５条第１項の規定の適用につい

ては、同項中「又は第８条」とあるのは、「、

第８条又は附則第１１条第１項」とする。 

２ 前項の規定は、医療職給料表（一）の適用を

受ける職員が退職した場合に支給する退職手当

の基本額については、適用しない。 

３ 当分の間、医療職給料表（一）の適用を受け

る職員以外の者で、６０歳に達する日の属する

会計年度の初日前に退職した者に対する第７条

の３の規定の適用については、同条中「定年

に」とあるのは「６０歳に」と、「その者に係

る定年から１５年（給与条例第６条第１項第２

号に規定する医療職給料表（一）（以下「医療

職給料表（一）」という。）の適用を受ける職

員にあっては、１０年とする。）を減じた年

齢」とあるのは「５０歳」と、同条の表中「そ

の者に係る定年」とあるのは「６０歳」とする。 

４ 当分の間、医療職給料表（一）の適用を受け

る職員以外の者で、６０歳に達する日の属する

会計年度の初日から定年に達する日の属する会

計年度の初日前までに退職した者に対する第７

条の３の規定の適用については、同条中「規則

で定める」とあるのは「同項のその者の非違に

よることなく勧奨を受けて退職した者で規則で

定めるもの、規則で定める」と、「定年に達す

る日の属する会計年度の初日前」とあるのは

「６０歳に達する日の属する会計年度の初日か

ら定年に達する日の属する会計年度の初日前ま

で」と、「であり、かつ、退職の日の属する会

計年度の末日の年齢がその者に係る定年から１

５年（給与条例第６条第１項第２号に規定する

医療職給料表（一）（以下「医療職給料表

（一）」という。）の適用を受ける職員にあっ
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ては、１０年とする。）を減じた年齢以上であ

る」とあるのは「である」と、同条の表中「そ

の者に係る定年と退職の日の属する会計年度の

末日の年齢との差に相当する年数１年につき１

００分の２」とあるのは「１００分の２」とす

る。 

５ 給与条例附則第１０項又は江東区立幼稚園教

育職員の給与に関する条例附則第７条第１項の

規定による職員の給料月額の改定は、給料月額

の減額改定に該当しないものとする。 

６ 当分の間、給与条例附則第１０項又は江東区

立幼稚園教育職員の給与に関する条例附則第７

条第１項の規定の適用を受ける職員に対する第

７条の４第１項の規定の適用については、同項

第１号中「特定減額前給料月額に係る減額日の

うち最も遅い日」とあるのは「７割措置前給料

月額（その者が給与条例附則第１０項又は江東

区立幼稚園教育職員の給与に関する条例附則第

７条第１項の規定の適用（以下「７割措置」と

いう。）を受けた日のうち最も早い日を減額日

とした場合における当該７割措置により減額さ

れなかったものとした場合のその者の給料月額

をいう。以下同じ。）に係る減額日（以下「７

割措置日」という。）」と、「特定減額前給料

月額を」とあるのは「７割措置前給料月額を」

と、「相当する額」とあるのは「相当する額

（以下「７割措置前の退職手当の基本額」とい

う。）（その者に７割措置日前の特定減額前給

料月額（その者の７割措置日前におけるその他

の措置（給料月額の減額改定以外の理由による

措置のうち７割措置以外の措置をいう。以下同

じ。）を受けた日を減額日とした場合における

特定減額前給料月額をいう。以下同じ。）があ

り、その額が７割措置前給料月額より多い場合

は、当該勤続期間に応じた支給割合から７割措

置に係る減額日前の退職手当の基本額（その者

が７割措置日前の特定減額前給料月額に係る減

額日のうち最も遅い日の前日に現に退職した理

由と同一の理由により退職したものとし、かつ、

その者の同日までの勤続期間及び７割措置日前

の特定減額前給料月額を基礎として、第５条か

ら第７条までの規定により計算した場合の退職

手当の基本額に相当する額をいう。以下同

じ。）の７割措置日前の特定減額前給料月額に

対する割合を減じて得た割合を乗じて得た額）、

その者が７割措置日後の特定減額前給料月額

（その者の７割措置日後におけるその他の措置

を受けた日を減額日とした場合における特定減

額前給料月額をいう。以下同じ。）に係る減額

日のうち最も遅い日の前日に現に退職した理由

と同一の理由により退職したものとし、かつ、

その者の同日までの勤続期間及び７割措置日後

の特定減額前給料月額を基礎として、第５条か

ら第７条までの規定により計算した場合の退職

手当の基本額に相当する額（以下「７割措置後

の退職手当の基本額」という。）（その者の７

割措置前給料月額が７割措置日後の特定減額前

給料月額より多い場合は、当該勤続期間に応じ

た支給割合から７割措置前の退職手当の基本額

の７割措置前給料月額に対する割合を減じて得

た割合を乗じて得た額（その者に７割措置日前

の特定減額前給料月額があり、その額が７割措

置前給料月額及び７割措置日後の特定減額前給

料月額より多い場合又はその者が７割措置を受

けた日の同日にその他の措置も受けた場合にお

ける７割措置前給料月額が７割措置日後の特定

減額前給料月額より多いときは、零とす

る。））並びに７割措置に係る減額日前の退職

手当の基本額（計算の基礎となった７割措置日

前の特定減額前給料月額が７割措置前給料月額

及び７割措置日後の特定減額前給料月額より少

ない場合は、零とする。）の合計額」と、同項

第２号イ中「前号に掲げる額の特定減額前給料

月額に対する割合」とあるのは「７割措置後の

退職手当の基本額の７割措置日後の特定減額前

給料月額に対する割合（その者に７割措置日後

の特定減額前給料月額がない場合又は７割措置

後の退職手当の基本額が零となる場合は、７割

措置前の退職手当の基本額の７割措置前給料月

額に対する割合とする。）」とする。 

７ 第４項の規定の適用を受ける者に対する前項

の規定により読み替えられる第７条の４の規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 
読み替え

る規定 

読み替えられ

る字句 
読み替える字句 

附則第１

１条第６

項の規定

により読

み替えて

適用する

第７条の

４第１項

第１号 

 

 

及び７割措置

前給料月額 

並びに７割措置前給

料月額及び７割措置

前給料月額に１００

分の２を乗じて得た

額の合計額（以下

「割増後の７割措置

前給料月額」とい

う。） 

及び７割措置

日前の特定減

額前給料月額 

並びに７割措置日前

の特定減額前給料月

額及び７割措置日前 
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  の特定減額前給料月

額に１００分の２を

乗じて得た額の合計

額（以下「割増後の

７割措置日前の特定

減額前給料月額」と

いう。） 

の７割措置日

前の特定減額

前給料月額 

の割増後の７割措置

日前の特定減額前給

料月額 

及び７割措置

日後の特定減

額前給料月額

を 

並びに７割措置日後

の特定減額前給料月

額及び７割措置日後

の特定減額前給料月

額に１００分の２を

乗じて得た額の合計

額（以下「割増後の

７割措置日後の特定

減額前給料月額」と

いう。）を 

７割措置前給

料月額に 

割増後の７割措置前

給料月額に 

附則第１

１条第６

項の規定

により読

み替えて

適用する

第７条の

４第１項

第２号 

退職日給料月

額に、 

退職日給料月額及び

退職日給料月額に１

００分の２を乗じて

得た額の合計額に、 

附則第１

１条第６

項の規定

により読

み替えて

適用する

第７条の

４第１項

第２号イ 

の７割措置日

後の特定減額

前給料月額 

の割増後の７割措置

日後の特定減額前給

料月額 

７割措置前給

料月額 

割増後の７割措置前

給料月額 

８ 当分の間、給与条例附則第１０項の規定の適

用を受ける職員（附則第８条の規定の適用を受

ける者を除く。）に対する第９条第１項の規定

の適用については、同項中「第７条の４まで」

とあるのは「第７条の４まで（附則第１１条第

３項、第４項、第６項及び第７項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）」と、

「退職の日におけるその者の給料の調整額の額

（退職の日に給料の調整額の支給を受けていな

い者については、退職の日の直近の時期に受け

ていた給料の調整額の額に相当する規則で定め

る額）と、その者が最も長期間にわたり支給を

受けていた給料の調整額の額に相当する規則で

定める額とのいずれか多い額のものに、給料の

調整額を受けていた期間を第５条から第７条ま

での勤続期間とみなして得た支給割合を乗じて

得た額」とあるのは、「その者が６０歳に達し

た日後における最初の４月１日（以下「特定

日」という。）の前日におけるその者の給料の

調整額の額に相当する規則で定める額（同日に

給料の調整額の支給を受けていない者について

は、同日の直近の時期に受けていた給料の調整

額の額に相当する規則で定める額）と、その者

が同日までの期間において最も長期間にわたり

支給を受けていた給料の調整額の額に相当する

規則で定める額とのいずれか多い額のものに、

同日までの期間において給料の調整額を受けて

いた期間を第５条から第７条までの勤続期間と

みなして得た支給割合（以下「特定日前に係る

支給割合」という。）を乗じて得た額及び退職

の日におけるその者の給料の調整額の額（退職

の日に給料の調整額の支給を受けていない者に

ついては、特定日以後で退職の日の直近の時期

に受けていた給料の調整額の額に相当する規則

で定める額）と、その者が特定日以後で最も長

期間にわたり支給を受けていた給料の調整額の

額に相当する規則で定める額とのいずれか多い

額のものに、給料の調整額を受けていた期間を

第５条から第７条までの勤続期間とみなして得

た支給割合から特定日前に係る支給割合を減じ

て得た割合を乗じて得た額の合計額」とする。 

９ 当分の間、江東区立幼稚園教育職員の給与に

関する条例附則第７条第１項の規定の適用を受

ける職員に対する第９条第２項の規定の適用に

ついては、同項中「前項」とあるのは「前項

（附則第１１条第３項、第４項及び第６項から

第８項までの規定により読み替えて適用される

場合を含む。）」と、「退職時に受けていた教

職調整額の額に教職調整額を受けていた期間

（江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例

に規定する園長及び副園長の職にあった者から

江東区立幼稚園教育職員の給与等に関する特別

措置に関する条例第３条第１項の規定の適用を

受ける者となったものにあっては、その適用を

受けた日から退職の日まで継続して同項の規定

の適用を受けていた期間に限る。）を第５条か

ら第７条までの勤続期間とみなして得た支給割

合を乗じて得た額」とあるのは「その者が６０

歳に達した日後における最初の４月１日（以下

「特定日」という。）の前日におけるその者の
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教職調整額の額に、同日までの当該教職調整額

を受けていた期間（江東区立幼稚園教育職員の

給与に関する条例に規定する園長及び副園長の

職にあった者から江東区立幼稚園教育職員の給

与等に関する特別措置に関する条例第３条第１

項の規定の適用を受ける者となったものにあっ

ては、その適用を受けた日から退職の日まで継

続して同項の規定の適用を受けていた期間のう

ち、特定日の前日までのものに限る。）を第５

条から第７条までの勤続期間とみなして得た支

給割合（以下「特定日前に係る支給割合」とい

う。）を乗じて得た額及び退職時に受けていた

教職調整額の額に教職調整額を受けていた期間

（江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条例

に規定する園長及び副園長の職にあった者から

江東区立幼稚園教育職員の給与等に関する特別

措置に関する条例第３条第１項の適用を受ける

者となったものにあっては、その適用を受けた

日から退職の日まで継続して同項の規定の適用

を受けていた期間に限る。）を第５条から第７

条までの勤続期間とみなして得た支給割合から

特定日前に係る支給割合を減じて得た割合を乗

じて得た額の合計額」とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。

ただし、第２条、第３条、第７条及び第８条の

改正規定、第９条の改正規定（「、第５条から

第７条」を「、第５条から第７条の４」に改め

る部分に限る。）、第１１条の改正規定（「前

条第４項」を「第１０条第４項」に改める部分

を除く。）、第１３条、第１４条及び附則第９

条の改正規定並びに次項、第４項及び第５項の

規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の江東区職員の退職手

当に関する条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第２条第１項の規定の適用については、

前項ただし書に規定する施行の日から令和５年

３月３１日までの間に限り、同条第１項第１号

中「常時勤務を要するもの」とあるのは、「常

時勤務を要するもの（地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２８条の４第１項又は第

２８条の６第１項の規定により採用された職員

を除く。以下同じ。）」とする。 

３ 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３

年法律第６３号）附則第４条第１項若しくは第

２項又は第５条第１項若しくは第３項の規定に

より採用された職員に対する改正後の条例第２

条第１項の規定の適用については、同項第１号

中「常時勤務を要するもの」とあるのは、「常

時勤務を要するもの（地方公務員法の一部を改

正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４

条第１項若しくは第２項又は第５条第１項若し

くは第３項の規定により採用された職員を除く。

以下同じ。）」とする。 

４ 改正後の条例第１３条第４項の規定は、令和

４年７月１日以後に同項の事業を開始した職員

その他これに準ずるものとして同項の規則で定

める職員に該当するに至った者について適用す

る。 

５ 改正後の条例附則第９条の規定は、令和４年

４月１日から適用する。 
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規 則 

 

 江東区歯科技工士法施行細則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和４年９月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第６９号 

   江東区歯科技工士法施行細則の一部を改正

する規則 

 江東区歯科技工士法施行細則（平成９年３月江

東区規則第２６号）の一部を次のように改正する。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第３条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区歯科技工士法施行細則の別記第１号様

式による用紙で、現に残存するものは、所要の

修正を加え、なお使用することができる。 

                    

 江東区契約事務規則の一部を改正する規則を公

布する。 

  令和４年９月１５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７０号 

   江東区契約事務規則の一部を改正する規則 

 江東区契約事務規則（昭和３９年３月江東区規

則第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第７号中「行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する法律」を「情報通信技術を

活用した行政の推進等に関する法律」に、「第３

条第１項」を「第６条第１項」に改める。 

 第１９条第２項中「需給」を「、需給」に改め

る。 

 第２５条中「第１６７条の８第３項」を「第１

６７条の８第４項」に、「もつて」を「もって」

に改める。 

 第３０条第１項中「１０分の７」を「１００分

の７５」に改める。 

 第５０条第１項中「附則第７条」を「附則第７

条第１項」に改める。 

 第５０条の２第１項中「附則第７条」を「附則

第７条第１項」に、「附則第３条第２項」を「附

則第３条第３項」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の江東区契約事務規則

第３０条第１項の規定は、この規則の施行の日

以後に入札の公告又は入札事項の通知を行う契

約について適用し、同日前に入札の公告又は入

札事項の通知を行った契約については、なお従

前の例による。 

                    

 江東区職員の育児休業等に関する条例施行規則

の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７１号 

   江東区職員の育児休業等に関する条例施行

規則の一部を改正する規則 

 江東区職員の育児休業等に関する条例施行規則

（平成４年３月江東区規則第１１号）の一部を次

のように改正する。 

 第１条の４の見出し中「第２条の４第２号」を

「第２条の４第３号」に改め、同条中「第２条の

４第２号」を「第２条の４第３号」に、「、前

条」を「、前条第１号」に、「第２条第３号イ」

を「第２条第３号イ(ｱ)」に、「第２条第３号ア

(ｲ)」を「第２条第３号ア(ｱ)」に、「、「１歳」

を「、同条第２号中「１歳」に改め、同条を第１

条の５とする。 

 第１条の３の見出し及び同条各号列記以外の部

分中「第２条の３第３号イ」を「第２条の３第３

号ウ」に改め、同条第１号中「第３条第６号」を

「第３条第５号」に、「第２条第３号イ」を「第

２条第３号イ(ｱ)」に改め、同条に次の１号を加

える。 

(3) 前条に規定する事情に該当した場合 

 第１条の３を第１条の４とする。 

 第１条の２の次に次の１条を加える。 

（条例第２条の３第３号及び第２条の４の規則で

定める特別の事情） 

第１条の３ 条例第２条の３第３号及び第２条の

４の規則で定める特別の事情は、条例第３条第

１号から第４号までに掲げるものとする。 

第２条第１項中「第３条第８号」を「第３条第

７号」に、「条例第２条の３第３号に掲げる場合

又は条例第２条の４の規定に該当する」を「次に

掲げる」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 当該請求に係る子の出生の日から条例第３

条の２に規定する期間内に育児休業をしよう

とする場合 

(2) 条例第２条の３第３号に掲げる場合に該当

する場合であって、当該請求をする日が当該

請求に係る子の１歳到達日（当該請求をする

非常勤職員が同条第２号に掲げる場合に該当

してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶

者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当す

る場合に該当してする地方等育児休業（条例

第２条の３第２号に規定する地方等育児休業

をいう。以下同じ。）の期間の末日とされた

日が当該請求に係る子の１歳到達日後である

場合は、当該末日とされた日（当該育児休業

の期間の末日とされた日と当該地方等育児休
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業の期間の末日とされた日が異なるときは、

そのいずれかの日））以前の日である場合 

(3) 条例第２条の４の規定に該当する場合であ

って、当該請求をする日が当該請求に係る子

の１歳６か月到達日（条例第２条第３号ア

(ｱ)に規定する１歳６か月到達日をいう。）

以前の日である場合 

第２条第２項ただし書中「非常勤職員」を「任

期を定めて採用された職員」に、「第３条第８

号」を「第３条第７号」に改める。 

 第４条を次のように改める。 

第４条 削除 

第５条を次のように改める。 

（育児休業の期間の延長の請求手続） 

第５条 育児休業の期間の延長の請求は、システ

ムに必要事項を記録することにより行い、条例

第３条第７号に規定する職員が任期を更新され

ることに伴い育児休業の期間の延長を請求する

場合を除き、育児休業の期間の末日とされてい

る日の翌日の１月（次に掲げる育児休業の期間

を延長しようとする場合は、２週間）前までに

行うものとする。ただし、システムにより難い

場合は、育児休業承認請求書により行うものと

する。 

(1) 当該請求に係る子の出生の日から条例第３

条の２に規定する期間内にしている育児休業

（当該期間内に延長後の育児休業の期間の末

日とされる日があることとなるものに限

る。） 

(2) 条例第２条の３第３号に掲げる場合に該当

してしている育児休業 

(3) 条例第２条の４の規定に該当してしている

育児休業 

２ 第２条第２項本文の規定は、育児休業の期間

の延長の請求について準用する。 

 第８条第２項ただし書中「別記第３号様式」を

「別記第２号様式」に改める。 

第１０条を次のように改める。 

（条例第８条第６号の育児短時間勤務に係る計画

書の提出） 

第１０条 条例第８条第６号の書面は、育児短時

間勤務計画書（別記第３号様式）とする。 

２ 育児短時間勤務計画書は、条例第１０条に規

定する請求と同時に提出するものとする。 

３ 育児短時間勤務計画書の記載の内容に変更が

あった場合は、遅滞なく、その旨を任命権者に

届け出なければならない。 

 別記第１号様式を次のように改める。 
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別記第１号様式（第２条、第５条関係） 
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 別記第２号様式を削る。 

 別記第３号様式を別記第２号様式とし、同様式

の次に次の１様式を加える。 
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別記第３号様式（第１０条関係） 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年１０月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区職員の育児休業等に関する条例施行規

則の別記様式による用紙で、現に残存するもの

は、所要の修正を加え、なお使用することがで

きる。 

                    

 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７２号 

   江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例施行規則の一部を改正する規則 

 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例施行規則（平成１０年３月江東区規則第３２

号）の一部を次のように改正する。 

 第２１条の２第２項中「後８週間」を「以後１

年」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

                    

 江東区会計年度任用職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する規則の一部を改正する規則を公布す
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る。 

  令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７３号 

   江東区会計年度任用職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 江東区会計年度任用職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する規則（令和２年３月江東区規則第３

号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条の３第２項中「後８週間」を「以後１

年」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

                    

 江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則の一部を改正する規則を公布

する。 

  令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７４号 

   江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

 江東区会計年度任用職員の給与及び費用弁償に

関する条例施行規則（令和２年３月江東区規則第

４号）の一部を次のように改正する。 

 第２０条第１項第６号中「法律第１１０号」の

次に「。以下「育児休業法」という。」を加える。 

 第２３条第１項第５号を次のように改める。 

(5) 育児休業法第２条第１項の規定による育児

休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の会

計年度任用職員として在職した期間 

ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月江東区条例第

２５号）第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業であって、当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以

下である育児休業 

イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業以外の育児休業であって、

当該育児休業の承認に係る期間（当該期間

が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である育児休業 

   附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

                    

 東区職員の期末手当に関する規則の一部を改正

する規則を公布する。 

  令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７５号 

   江東区職員の期末手当に関する規則の一部

を改正する規則 

 江東区職員の期末手当に関する規則（昭和５０

年３月江東区規則第２７号）の一部を次のように

改正する。 

 第４条第１項第６号を次のように改める。 

(6) 育児休業法第２条第１項の規定による育児

休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の職

員として在職した期間 

ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月江東区条例第

２５号）第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業であって、当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以

下である育児休業 

イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業以外の育児休業であって、

当該育児休業の承認に係る期間（当該期間

が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である育児休業 

   附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

                    

 江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部を改

正する規則を公布する。 

  令和４年９月２０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７６号 

   江東区職員の勤勉手当に関する規則の一部

を改正する規則 

 江東区職員の勤勉手当に関する規則（昭和５４

年３月江東区規則第１３号）の一部を次のように

改正する。 

 第３条の２第１項第６号を次のように改める。 

(6) 育児休業法第２条第１項の規定による育児

休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の職

員として在職した期間 
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ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月江東区条例第

２５号）第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業であって、当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以

下である育児休業 

イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業以外の育児休業であって、

当該育児休業の承認に係る期間（当該期間

が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である育児休業 

   附 則 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

                    

 江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年９月２６日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

◎江東区規則第７７号 

   江東区国民健康保険条例の一部を改正する

条例附則第２項に規定する規則で定める日

を定める規則の一部を改正する規則 

 江東区国民健康保険条例の一部を改正する条例

附則第２項に規定する規則で定める日を定める規

則（令和２年９月江東区規則第６８号）の一部を

次のように改正する。 

 本則中「令和４年９月３０日」を「令和４年１

２月３１日」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規 則 （ 教 ） 

 

江東区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年９月２０日 

    江東区教育委員会 

         教育長  本 多 健一郎 

        教育委員  眞 貝 裕利子 

◎江東区教育委員会規則第５号 

   江東区立幼稚園教育職員の期末手当に関す

る規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の期末手当に関する規

則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１４

号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項第６号を次のように改める。 

 (6) 育児休業法第２条第１項の規定による育児

休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の職

員として在職した期間 

  ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月江東区条例第

２５号）第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業であって、当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以

下である育児休業 

  イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業以外の育児休業であって、

当該育児休業の承認に係る期間（当該期間

が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である育児休業 

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

                    

江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和４年９月２０日 

    江東区教育委員会 

         教育長  本 多 健一郎 

        教育委員  眞 貝 裕利子 

◎江東区教育委員会規則第６号 

   江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関す

る規則の一部を改正する規則 

 江東区立幼稚園教育職員の勤勉手当に関する規

則（平成１２年３月江東区教育委員会規則第１５
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号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項第６号を次のように改める。 

(6) 育児休業法第２条第１項の規定による育児

休業（次に掲げる育児休業を除く。）中の職

員として在職した期間 

  ア 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例（平成４年３月江東区条例第

２５号）第３条の２に規定する期間内にあ

る育児休業であって、当該育児休業の承認

に係る期間（当該期間が２以上あるときは、

それぞれの期間を合算した期間）が１月以

下である育児休業 

  イ 当該育児休業の承認に係る期間の全部が

子の出生の日から江東区職員の育児休業等

に関する条例第３条の２に規定する期間内

にある育児休業以外の育児休業であって、

当該育児休業の承認に係る期間（当該期間

が２以上あるときは、それぞれの期間を合

算した期間）が１月以下である育児休業 

   附 則 

 この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

告 示 

 

◎江東区告示第２７４号 

介護保険法第７８条の５第２項の規定により指

定地域密着型サービス事業者から事業の廃止の届

出があったので、同法第７８条の１１の規定に基

づき、下記のとおり告示する。 

令和４年９月６日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

１ 介護保険事業所番号 

１２７０８０３８４２ 

２ 事業所の名称及び所在地 

ひばりデイサービス南行徳 

千葉県市川市相之川一丁目１３番２０号 

ガーデンテラス南行徳１階 

３ 事業者の名称、所在地及び代表者 

シマダリビングパートナーズ株式会社 

東京都渋谷区代々木三丁目２２番７号 

代表取締役 三田 武 

４ 廃止年月日 

令和４年８月３１日 

５ サービスの種類 

地域密着型通所介護 

                    

◎江東区告示第２７５号 

 下記事件につき、令和４年第３回江東区議会定

例会を９月１４日に招集する。 

令和４年９月７日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

１ 令和３年度決算に基づく江東区健全化判断比

率について 

２ 令和３年度江東区一般会計歳入歳出決算 

３ 令和３年度江東区国民健康保険会計歳入歳出

決算 

４ 令和３年度江東区介護保険会計歳入歳出決算 

５ 令和３年度江東区後期高齢者医療会計歳入歳

出決算 

６ 令和４年度江東区一般会計補正予算（第３

号） 

７ 令和４年度江東区介護保険会計補正予算（第

１号） 

８ 保育所の指定管理者の指定について 

９ 児童館の指定管理者の指定について 

１０ 江東区障害者福祉センターの指定管理者の

指定について 
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１１ 区立都市公園の指定管理者の指定について 

１２ 水上バスステーションの指定管理者の指定

について 

１３ 自転車駐車場の指定管理者の指定について 

１４ 福祉会館の指定管理者の指定について 

１５ 高齢者在宅サービスセンターのの指定管理

者の指定について 

１６ 議決を得た契約の契約変更について（清水

橋架替工事（その１）請負契約） 

１７ 議決を得た契約の契約変更について（巽橋

架替工事（その１）請負契約） 

１８ 江東区人事行政の運営等の状況の公表に関

する条例の一部を改正する条例 

１９ 江東区職員の定年等に関する条例の一部を

改正する条例 

２０ 江東区職員の結核休養に関する条例の一部

を改正する条例 

２１ 江東区職員の懲戒に関する条例の一部を改

正する条例 

２２ 公益的法人等への江東区職員の派遣等に関

する条例の一部を改正する条例 

２３ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される

職員の処遇等に関する条例の一部を改正する

条例 

２４ 江東区職員の育児休業等に関する条例の一

部を改正する条例 

２５ 江東区職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例の一部を改正する条例 

２６ 江東区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関

する条例の一部を改正する条例 

２７ 江東区職員の給与に関する条例の一部を改

正する条例 

２８ 江東区職員の退職手当に関する条例の一部

を改正する条例 

２９ 江東区夢の島総合運動場条例の一部を改正

する条例 

３０ 江東区子どもの医療費の助成に関する条例

の一部を改正する条例 

３１ 江東区立児童遊園条例の一部を改正する条

例 

３２ 江東区事務手数料条例の一部を改正する条

例 

３３ 江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学

校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部

を改正する条例 

３４ 江東区立幼稚園教育職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

３５ 江東区立幼稚園教育職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例 

３６ 江東区地区計画の区域内における建築物の

制限に関する条例の一部を改正する条例 

３７ 江東区地下鉄８号線建設基金条例の一部を

改正する条例 

                    

◎江東区告示第２７８号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８

６条の２第１項の規定により次のとおり認定した

ので、同条第６項の規定により告示する。 

なお、関係図面は、本区都市整備部建築課におい

て縦覧に供する。 

令和４年９月８日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

認定年

月日及

び認定

番号 

敷地の地

名地番 
申請者住所氏名 備考 

令 和 ４

年 ９ 月

８ 日 第

１０号 

東京都江

東区南砂

三丁目１

１番１１

３ の 一

部、１１

４、１１

５、１６

６ 

東京都新宿区西新

宿二丁目８番１号 

東京都知事 

小池 百合子 

 

                    

◎江東区告示第２８２号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和４年９月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第２８３号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８

６条の５第２項の規定により下記の認定を取消し

たので、同条第４項の規定により告示する。 

令和４年９月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 
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認定年

月日及

び認定

番号 

敷地の地

名地番 
申請者住所氏名 備考 

平 成 ２

３ 年 ９

月 １ ２

日 第 ４

５号 

東京都江

東区南砂

五丁目３

３０番２

ほか 

(従前：

南砂五丁

目５１０

番１他) 

東京都新宿区西新

宿二丁目８番１号 

東京都知事 

石原 慎太郎 

 

                    

◎江東区告示第２８４号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第８

６条第２項の規定により次のとおり認定したので、

同条第８項の規定により告示する。 

なお、関係図面は、本区都市整備部建築課にお

いて縦覧に供する。 

令和４年９月１２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

認定年

月日及

び認定

番号 

敷地の地

名地番 
申請者住所氏名 備考 

令 和 ４

年 ９ 月

９ 日 第

５２号 

東京都江

東区南砂

五丁目３

３０番２

ほか 

東京都新宿区西新

宿二丁目８番１号 

東京都知事 

小池 百合子 

 

                    

◎江東区告示第２８６号 

   都市計画の案について 

東京都市計画道路の変更について、東京都知事

から関係図書の写しの縦覧依頼があったので、次

のとおり公告する。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、東京都に対して意見書を提出することができ

る。 

  令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

都市計画の

種類 

東京都市計画道路幹線街路放射第１

４号線 

都市計画を

定める土地

の区域 

削除する

部分 

江東区亀戸三丁目及び

亀戸八丁目各地内 

縦覧場所 東京都都市整備局都市づくり政策部

都市計画課（東京都庁第二本庁舎１ 

 ２階北側）及び江東区役所都市整備

部都市計画課（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都都市整備局都市づくり政策

部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２８７号 

   都市計画の案について 

東京都市計画道路の変更について、東京都知事

から関係図書の写しの縦覧依頼があったので、次

のとおり公告する。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、東京都に対して意見書を提出することができ

る。 

令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 
都市計画の

種類 

東京都市計画道路幹線街路放射第１

６号線 

都市計画を

定める土地

の区域 

削除する

部分 
江東区東陽三丁目地内 

縦覧場所 東京都都市整備局都市づくり政策部

都市計画課（東京都庁第二本庁舎１

２階北側）及び江東区役所都市整備

部都市計画課（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都都市整備局都市づくり政策

部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２８８号 

   都市計画の案について 

東京都市計画道路の変更について、東京都知事

から関係図書の写しの縦覧依頼があったので、次

のとおり公告する。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、東京都に対して意見書を提出することができ

る。 

令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

都市計画の

種類 

東京都市計画道路幹線街路放射第３

１号線及び東京都市計画道路幹線街

路補助線街路第１１０号線 

都市計画を

定める土地

の区域 

削除する

部分 

江東区森下一丁目及び

森下二丁目、清澄三丁

目、平野一丁目及び深

川二丁目各地内 

変更する 江東区森下一丁目、森 



令和 4年 10 月 17日（月曜日）     江 東 区 公 報            （第 896号） 

 

 

 

37 

 部分 下二丁目、高橋、常盤

二丁目、白河一丁目、

清澄三丁目、三好一丁

目、平野一丁目、深川

一丁目、深川二丁目、

門前仲町一丁目、門前

仲町二丁目、牡丹一丁

目、越中島一丁目、越

中島二丁目、古石場一

丁目、墨田区東駒形一

丁目、本所一丁目、石

原一丁目、横網一丁

目、横網二丁目、亀沢

一丁目、緑一丁目、両

国四丁目、立川一丁

目、千歳三丁目、中央

区佃二丁目、佃三丁

目、月島一丁目、月島

二丁目、月島三丁目、

月島四丁目、勝どき一

丁目及び勝どき二丁目

各地内 

 

 

縦覧場所 東京都都市整備局都市づくり政策部

都市計画課（東京都庁第二本庁舎１

２階北側）及び江東区役所都市整備

部都市計画課（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都都市整備局都市づくり政策

部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２８９号 

   都市計画の案について 

東京都市計画用途地域の変更について、東京都

知事から関係図書の写しの縦覧依頼があったので、

次のとおり公告する。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、東京都に対して意見書を提出することができ

る。 

令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

都市計画の

種類 
東京都市計画用途地域 

 

都市計画を

定める土地

の区域 

 

第一

種低

層住

居専

用地

域 

削除

する

部分 

中野区上高田四丁目地

内 

第一

種中

追加

する 

中野区上高田四丁目地

内 

高層

住居

専用

地域 

部分  

削除

する

部分 

北区桐ヶ丘一丁目及び

赤羽台三丁目各地内 
   

   

第二

種中

高層

住居

専用

地域 

削除

する

部分 

北区桐ヶ丘一丁目地内 

第一

種住

居地

域 

削除

する

部分 

目黒区下目黒一丁目地

内 

第二

種住

居地

域 

追加

する

部分 

目黒区下目黒一丁目、

北区桐ヶ丘一丁目及び

赤羽台三丁目各地内 

近隣

商業

地域 

追加

する

部分 

江東区亀戸三丁目地内 

商業

地域 

削除

する

部分 

江東区平野一丁目、深

川二丁目及び亀戸三丁

目各地内 

変更

する

部分 

江東区亀戸三丁目地内 

準工

業地

域 

追加

する

部分 

江東区平野一丁目、深

川二丁目及び亀戸三丁

目各地内 

縦覧場所 東京都都市整備局都市づくり政策部

都市計画課（東京都庁第二本庁舎１

２階北側）及び江東区役所都市整備

部都市計画課（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都都市整備局都市づくり政策

部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２９０号 

   都市計画の案について 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

１条第２項において準用する同法第１７条第１項

の規定により、東京都市計画特別工業地区にかか

る都市計画の案を下記のとおり公告する。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、本区に対して意見書を提出することができる。 

令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 
都市計画の

種類 
東京都市計画特別工業地区 



（第 896 号）             江 東 区 公 報    令和 4 年 10月 17日（月曜日） 

 

 

 

38 

都市計画を

定める土地

の区域 

第 二 種

特 別 工

業地区 

追加する

部分 

亀戸三丁目地

内 

縦覧場所 江東区役所都市整備部都市計画課

（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

江東区東陽四丁目１１番２８号 

江東区役所都市整備部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２９１号 

   都市計画の案について 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

１条第２項において準用する同法第１７条第１項

の規定により、東京都市計画高度地区にかかる都

市計画の案を下記のとおり公告する。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、本区に対して意見書を提出することができる。 

令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 
都市計画の

種類 
東京都市計画高度地区 

都市計画を

定める土地

の区域 

第三種

高度地

区 

追加する

部分 

平野一丁目、

深川二丁目及

び亀戸三丁目

各地内 

縦覧場所 江東区役所都市整備部都市計画課

（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

江東区東陽四丁目１１番２８号 

江東区役所都市整備部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２９２号 

   都市計画の案について 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２

１条第２項において準用する同法第１７条第１項

の規定により、東京都市計画防火地域及び準防火

地域にかかる都市計画の案を下記のとおり公告す

る。 

なお、本区の住民及び利害関係人は、縦覧期間

中、本区に対して意見書を提出することができる。 

令和４年９月２１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 
都市計画の

種類 

東京都市計画防火地域及び準防火地

域 

都市計画を

定める土地

の区域 

防火地域 

削 除

す る

部分 

平野一丁目、

深川二丁目及

び亀戸三丁目

各地内 

準防火地域 

追 加

す る

部分 

平野一丁目、

深川二丁目及

び亀戸三丁目

各地内 

縦覧場所 江東区役所都市整備部都市計画課

（庁舎５階） 

縦覧期間 公告日から２週間 

意見書の 

提出先 

江東区東陽四丁目１１番２８号 

江東区役所都市整備部都市計画課 

                    

◎江東区告示第２９３号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和４年９月２２日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第２９６号 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年法律第１２３号）第

５１条の２５第４項及び児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第２４条の３２第２項の規定に

基づき事業の廃止の届出があったので、下記のと

おり公示する。 

令和４年９月２８日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

１ 設置者の名称及び主たる事務所の所在地 

  株式会社仁済 

   東京都品川区大井１‐４９‐１２ 

２ 事業所の名称及び所在地 

  江東ヘルパーステーション 

   江東区南砂２‐３７‐１０‐４０８ 

３ 廃止年月日 

  令和４年８月１日 

４ 事業の種類 

  特定相談支援事業 

  障害児相談支援事業 

５ 事業の主たる対象者 

  特定なし 

                    

◎江東区告示第２９７号 
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 江東区道路占用規則（昭和５２年９月江東区規

則第４５号）第１７条の規定に基づき定めた、道

路掘さく復旧工事監督事務費徴収単価表及び道路

掘さく復旧費徴収単価表（令和３年９月江東区告

示第２５６号）の全部を別紙のとおり改正し、令

和４年１０月１日から施行する。ただし、同日前

に掘さく復旧面積又は掘さく復旧延長を確認した

ものについては、なお従前の例による。 

令和４年９月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    
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〔別紙〕 
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◎江東区告示第２９８号 

 予防接種法施行令（昭和２３年政令第１９７

号）第４条第１項及び第５条の規定により、令和

４年度インフルエンザ予防接種について下記のと

おり公告する。 

令和４年９月３０日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

１ 定期予防接種の種類 

 インフルエンザ（Ｂ類疾病） 

２ 接種対象者及び負担費用 

(1) 江東区内に居住する者で、下表の接種対象

者の欄に掲げるもの 
接種対象者 自己負担額 

ア 昭和３３年１月１日以前生まれ

であり、かつ、予防接種日当日６

５歳以上である者 

イ 区が必要と認める以下に掲げる

事項に該当する昭和３２年１０月

２日から昭和３８年１月１日生ま

れの者であり、かつ、予防接種日

当日６０歳以上である者 

心臓、腎臓、呼吸器、ヒト免疫

不全ウィルス（ＨＩＶ）疾患のあ

る障害者手帳１級相当の者  

２,５００

円 

（※） 

ウ 上記に該当し、かつ、生活保護

法による被保護者又は中国残留邦

人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法

律による支援給付受給者 

エ 令和４年１２月３１日現在７５

歳以上である者 

免除 

 ※ 但し、東京都新型コロナウイルス感染症流

行下における高齢者等に対する季節性インフ

ルエンザ定期予防接種特別補助事業における

補助金と相殺し、接種者からの費用徴収は行

わない（単年度特例措置）。 

(2) 他区（江東区を除く２２区）に居住する者

で、(1)の表に該当するもの（負担額につい

ては他区の規定に準じる。） 

３ 実施の時期 

  令和４年１０月１日から令和５年１月３１日

まで 

４ 場所 

  別表に掲げる実施医療機関（江東区長の要請

に応じて個別接種に協力する旨を承諾した医師

に係る医療機関） 

５ 実施方法 

  公益社団法人江東区医師会に委託して、個別

接種を実施する。 

６ 接種不適当者及び接種要注意者 

(1) 予防接種を受けることができない者（接種

不適当者） 

ア 明らかに発熱のある者 

  イ 重篤な急性疾患にかかっていることが明

らかな者 

  ウ インフルエンザ予防接種に含まれる成分

によって、ひどいアレルギー反応を起こし

たことがある者 

  エ その他、医師が不適当な状態と判断した

場合 

(2) 接種の判断を行うに際し、注意を要する者

（接種要注意者） 

  ア 心臓病、腎臓（じんぞう）病、肝臓病や

血液、その他慢性の病気で治療を受けてい

る者 

  イ 前にインフルエンザの予防接種を受けた

とき、２日以内に発熱、発疹（ほっしん）、

じんましんなどアレルギーを思わす異常が

見られた者 

  ウ 今までにけいれんを起こしたことがある

者 

  エ 今までに中耳炎や肺炎などによくかかり、

免疫状態を検査して異常を指摘されたこと

のある者 

  オ インフルエンザ予防接種の成分又は鶏卵、

鶏肉、その他鶏由来のものに対して、アレ

ルギーがあるといわれたことがある者 
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◎江東区告示第２９９号 

令和４年度における会計年度任用職員の報酬の

額について、江東区会計年度任用職員の給与及び

費用弁償に関する条例施行規則（令和２年３月江

東区規則第４号）第４条の規定に基づき、下記の

とおり告示します。 

令和４年１０月１日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

記 

令和４年度会計年度任用職員の報酬の額 別紙

のとおり 
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〔別紙〕 

                    

◎江東区告示第３０４号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過して

も当該自転車を返還することができない場合は、

同条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定
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により、当該自転車を処分する。 

令和４年１０月５日 

江東区長  山 﨑 孝 明    

〔別紙省略〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第１６号 

 下記により、令和４年第４回江東区教育委員会

臨時会を招集する。 

  令和４年９月９日 

 江東区教育委員会         

               教育長  本 多 健一朗  

記 

１ 日時 令和４年９月１２日（月） 

午前１０時 

２ 場所 教科書センター（江東区教育センター

内） 

３ 報告事項 

(1) 使用料等の５回目の特例的措置について 

ほか 

４ 協議事項 

(1) 令和４年度江東区教育委員会の権限に属す

る事務の管理及び執行の状況の点検及び評

価について 
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区 議 会 

 

◎区議会議決事項（令和４年第３回定例会） 

９月１４日から開会した令和４年第３回江東区

議会定例会において、別記の事項を議決した。 

１ 議案（区長提出） 

議案第７０号 江東区人事行政の運営等の状

況の公表に関する条例の一部

を改正する条例  

議案第７１号 江東区職員の定年等に関する

条例の一部を改正する条例 

議案第７２号 江東区職員の結核休養に関す

る条例の一部を改正する条例 

議案第７３号 江東区職員の懲戒に関する条

例の一部を改正する条例 

議案第７４号 公益的法人等への江東区職員

の派遣等に関する条例の一部

を改正する条例 

議案第７５号 外国の地方公共団体の機関等

に派遣される職員の処遇等に

関する条例の一部を改正する

条例 

議案第７６号 江東区職員の育児休業等に関

する条例の一部を改正する条

例 

議案第７７号 江東区職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例の一部を

改正する条例 

議案第７８号 江東区非常勤職員の報酬及び

費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例 

議案第７９号 江東区職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例 

議案第８０号 江東区職員の退職手当に関す

る条例の一部を改正する条例 

（以上９月２０日原案可決） 

２ 報告（区長提出） 

 報告第２号 令和３年度決算に基づく江東区

健全化判断比率について 

（９月１４日報告） 

３ 議案（議員提出） 

議員提出議案第１５号 江東区議会の信頼回

復に努めることを誓

う決議 

４ その他の議決事項等 

令和３年度決算審査特別委員会の設置及び委

員の選任 

令和４年度予算審査特別委員会の設置及び委

員の選任 

（以上９月１４日設置及び選任） 

議員辞職許可について 

（１０月５日許可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


